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鉄は自動車、鉄道、船、家電、産業機械、インフラなど、さまざまな用途の最終製品として使われ
るとき、軽量化や長寿命化、設備の効率化を通じてCO2削減に貢献しています。さらに2050年カー
ボンニュートラルの実現に向けて、再生可能エネルギーの普及拡大が進められているなか、発電
の設備やインフラを整備し、長期間にわたり安定的に維持・運用するため鉄は欠かせない存在です。
カーボンニュートラル時代においても日本製鉄グループは、CO2排出や環境負荷の削減に大きな
効果をもたらすエコプロダクツ®を開発・供給し、持続可能な社会の構築に貢献していきます。

カーボンニュートラル時代の
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製
鉄
所
が
育
ん
だ

も
の
づ
く
り
の
ま
ち

─
─
大
竹
室
長
は
北
九
州
市
役
所
に
出
向
さ
れ
て
い

た
こ
ろ
、
現
在
の
日
本
製
鉄
九
州
製
鉄
所
八
幡
地
区

を
見
学
さ
れ
た
そ
う
で
す
が
、
鉄
づ
く
り
に
対
す
る

印
象
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

大
竹

私
は
2
0
1
0
年
か
ら
2
年
間
、
北
九
州
市

年
間
、
北
九
州
市

役
所
産
業
政
策
課
長
と
し
て
出
向
し
、
市
の
産
業
政

役
所
産
業
政
策
課
長
と
し
て
出
向
し
、
市
の
産
業
政

策
全
体
を
総
括
す
る
仕
事
に
携
わ
っ
て
い
ま
し
た
。
そ

策
全
体
を
総
括
す
る
仕
事
に
携
わ
っ
て
い
ま
し
た
。
そ

の
と
き
一
番
強
く
感
じ
た
こ
と
は
、
北
九
州
市
に
は
鉄

の
と
き
一
番
強
く
感
じ
た
こ
と
は
、
北
九
州
市
に
は
鉄

鋼
業
か
ら
派
生
し
た
企
業
が
実
に
多
い
こ
と
、
鉄
づ
く

鋼
業
か
ら
派
生
し
た
企
業
が
実
に
多
い
こ
と
、
鉄
づ
く

り
が
文
化
や
生
活
に
深
く
浸
透
し
て
い
る
こ
と
で
し
た
。

り
が
文
化
や
生
活
に
深
く
浸
透
し
て
い
る
こ
と
で
し
た
。

T
O
T
O（
株
）や（
株
）安
川
電
機
の
本
社
が
あ
る
ほ

（
株
）や（
株
）安
川
電
機
の
本
社
が
あ
る
ほ

か
、
日
産
自
動
車（
株
）や
日
立
金
属（
株
）も
ル
ー
ツ
は

か
、
日
産
自
動
車（
株
）や
日
立
金
属（
株
）も
ル
ー
ツ
は

北
九
州
市
に
あ
り
ま
す
。
シ
ャ
ボ
ン
玉
石
け
ん（
株
）は
、

北
九
州
市
に
あ
り
ま
す
。
シ
ャ
ボ
ン
玉
石
け
ん（
株
）は
、

も
と
も
と
製
鉄
所
で
働
く
人
た
ち
向
け
に
商
品
を
製
造
・

も
と
も
と
製
鉄
所
で
働
く
人
た
ち
向
け
に
商
品
を
製
造
・

販
売
し
て
い
た
と
聞
い
て
い
ま
す
。
多
く
の
中
小
企

販
売
し
て
い
た
と
聞
い
て
い
ま
す
。
多
く
の
中
小
企

業
は
製
鉄
所
と
の
直
接
的
・
間
接
的
な
取
り
引
き
を
行
っ

業
は
製
鉄
所
と
の
直
接
的
・
間
接
的
な
取
り
引
き
を
行
っ

て
い
ま
す
。
北
九
州
市
の
製
造
業
が
持
つ
技
術
力
は
、

て
い
ま
す
。
北
九
州
市
の
製
造
業
が
持
つ
技
術
力
は
、

こ
う
し
た
取
り
引
き
を
通
じ
て
培
わ
れ
て
き
ま
し
た
。

こ
う
し
た
取
り
引
き
を
通
じ
て
培
わ
れ
て
き
ま
し
た
。

北
九
州
市
は
日
本
の
近
代
製
鉄
発
祥
の
地
で
、
東

北
九
州
市
は
日
本
の
近
代
製
鉄
発
祥
の
地
で
、
東

田
第
一
高
炉
が
モ
ニ
ュ
メ
ン
ト
と
し
て
残
さ
れ
、

田
第
一
高
炉
が
モ
ニ
ュ
メ
ン
ト
と
し
て
残
さ
れ
、

2
0
1
5
年
に
は
官
営
八
幡
製
鉄
所
旧
本
事
務
所
な

年
に
は
官
営
八
幡
製
鉄
所
旧
本
事
務
所
な

ど
が
世
界
遺
産
に
登
録
さ
れ
て
い
ま
す
。「
鉄
は
国
家

ど
が
世
界
遺
産
に
登
録
さ
れ
て
い
ま
す
。「
鉄
は
国
家

な
り
」と
い
う
言
葉
が
あ
り
ま
す
が
、
鉄
づ
く
り
が
さ

な
り
」と
い
う
言
葉
が
あ
り
ま
す
が
、
鉄
づ
く
り
が
さ

ま
ざ
ま
な
産
業
を
生
み
出
し
、
北
九
州
市
を
、
そ
し
て

ま
ざ
ま
な
産
業
を
生
み
出
し
、
北
九
州
市
を
、
そ
し
て

日
本
と
い
う
国
家
を
発
展
さ
せ
て
き
た
の
だ
と
感
じ
ま

日
本
と
い
う
国
家
を
発
展
さ
せ
て
き
た
の
だ
と
感
じ
ま

し
た
。

経済産業省 製造産業局
金属課 金属技術室長

大竹 真貴氏

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
に
お
い
て
も

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
に
お
い
て
も

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
に
お
い
て
も

高
機
能
鋼
材
が
果
た
す
役
割
は

高
機
能
鋼
材
が
果
た
す
役
割
は

高
機
能
鋼
材
が
果
た
す
役
割
は

ま
す
ま
す
大
き
く
な
り
ま
す

ま
す
ま
す
大
き
く
な
り
ま
す

ま
す
ま
す
大
き
く
な
り
ま
す

ま
す
ま
す
大
き
く
な
り
ま
す

ま
す
ま
す
大
き
く
な
り
ま
す

ま
す
ま
す
大
き
く
な
り
ま
す

2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
、産
業
政
策
の
観
点
か
ら
政
策
措
置
を
相
次
い
で
打
ち
出
し
て
い
る
経
済
産
業
省
。

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・
ス
チ
ー
ル
に
向
け
革
新
技
術
の
開
発
に
挑
戦
す
る
と
と
も
に
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
に
不
可
欠
な

高
機
能
鋼
材
の
開
発
・
商
品
化
を
推
進
す
る
鉄
鋼
業
に
つ
い
て
、
大
竹
真
貴
室
長
に
お
話
を
伺
い
ま
し
た
。

製
鉄
プ
ロ
セ
ス
の
脱
炭
素
化
に

官
民
一
体
と
な
っ
て
取
り
組
む

─
─
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に

向
け
た
、
鉄
鋼
業
の
取
り
組
み
を
ど
の
よ
う
に
捉
え
て

い
ま
す
か
。

大
竹

2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

は
、
あ
ら
ゆ
る
産
業
に
と
っ
て
大
き
な
挑
戦
で
す
。
と

り
わ
け
鉄
鋼
業
に
お
い
て
は
、
鉄
鉱
石
を
水
素
で
還
元

す
る「
水
素
還
元
製
鉄
」に
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。
先
日
、
島
根
県
安や

す
ぎ来
市
の
和わ

こ
う鋼
博
物
館
に
行
っ

て
き
ま
し
た
。
日
本
は
1
0
0
0
年
以
上
前
か
ら
、
た

た
ら
製
鉄
と
い
う
独
自
の
製
鉄
技
術
が
発
達
し
ま
し
た
。

当
時
は
石
炭
で
は
な
く
、
木
炭
を
還
元
材
に
使
っ
て
い

ま
し
た
が
、
炭
素
を
使
う
と
い
う
点
で
は
、
現
在
の
製

鉄
と
変
わ
り
あ
り
ま
せ
ん
。
水
素
還
元
製
鉄
は
太
古
か

ら
続
け
て
き
た
炭
素
還
元
に
よ
る
製
造
プ
ロ
セ
ス
を
転

換
す
る
一
大
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
す
。
幾
多
の
困
難
が
想
定

さ
れ
る
な
か
、日
本
製
鉄
を
は
じ
め
と
す
る
高
炉
メ
ー
カ
ー

各
社
は
、
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実

現
を
目
指
す
こ
と
を
宣
言
さ
れ
ま
し
た
。
経
済
産
業
省

と
し
て
も
、
と
て
も
心
強
く
感
じ
て
い
ま
す
。

国
と
し
て
は
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
達
成
に
意
欲

的
な
民
間
企
業
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
た
め
、
2
0
2
1
年

6
月
に「
グ
リ
ー
ン
成
長
戦
略
」を
策
定
し
ま
し
た
。
予
算
、

税
制
、
金
融
、
規
制
改
革
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
政
策
ツ
ー
ル

を
総
動
員
し
ま
す
。
具
体
的
な
支
援
策
の
1
つ
が「
グ
リ
ー

ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
基
金
」で
す
。2
0
3
0
年
ま
で
の
間
、

具
体
的
な
目
標
と
そ
の
達
成
に
向
け
た
取
り
組
み
へ
の
コ

ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
を
示
す
企
業
な
ど
を
対
象
と
し
て
、
革
新

的
技
術
の
研
究
開
発
・
実
証
か
ら
社
会
実
装
ま
で
一
気
通

貫
で
支
援
す
る
た
め
の
予
算
を
確
保
し
ま
し
た
。

官営八幡製鉄所旧本事務所
官営製鉄所の中枢機能を担う施設として
1899（明治32）年に竣工。世界遺産「明治
日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、
石炭産業」の構成資産の1つに登録され、
眺望スペースから世紀を超えた産業景観が
見学できます。



7 季刊  　　 　　　　　　Vol.11季刊  　　季刊  　　季刊  　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　　Vol.11季刊  　　 6季刊  　　 　　　　　　Vol.11季刊  　　季刊  　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　　Vol.11季刊  　　

2020 年度断面のCO2 排出削減量（推定）

発電用ボイラ

船舶

発電用ボイラ

変圧器

210

102

486

30

238

558

1,001

73

750

CO2削減量 1,066万トン-CO2

CO2削減量 2,382万トン-CO2

約3,400万トン

船舶

電車

自動車

変圧器

自動車

国内

輸出

経
済
産
業
省
で
は
、2
0
0
8

経
済
産
業
省
で
は
、2
0
0
8

経
済
産
業
省
で
は
、

年
度
よ
り「
C

年
度
よ
り「
C

年
度
よ
り「
O
U
R
S
E

50
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」と
い
う
製
鉄
プ
ロ
セ
ス
か
ら
の
温

室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
３
割
削
減
を
目
指
し
た
取
り
組

み
を
進
め
て
い
ま
す
。
今
後
は
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
を
加
速
す
べ
く
、
グ

リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
基
金
を
活
用
し「
製
鉄
プ
ロ

セ
ス
に
お
け
る
水
素
活
用
」プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
し

ま
す
。
最
大
1
9
3
5
億
円
を
支
援
す
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。
高
炉
水
素
還
元
技
術
、
直
接
水
素
還
元
技
術
、

電
炉
の
高
度
化（
大
型
化
・
不
純
物
除
去
）に
つ
い
て
の

研
究
開
発
が
対
象
で
す
。
加
え
て
、
水
素
還
元
製
鉄
の

開
発
に
成
功
し
た
場
合
で
も
、
コ
ス
ト
ア
ッ
プ
が
確
実

に
想
定
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
負
担
の
あ
り
方
に
つ

い
て
議
論
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
グ

リ
ー
ン
ス
チ
ー
ル
が
持
つ
環
境
価
値
を
適
切
に
評
価
す

る
指
標
や
、
最
終
需
要
家
を
含
め
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

全
体
で
コ
ス
ト
ア
ッ
プ
分
を
負
担
し
て
い
く
方
法
な
ど
、

議
論
を
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に

欠
か
せ
な
い

カ
ー
ボ
ン
フ
リ
ー
の
電
力
と
水
素

─
─
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に

向
け
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
課
題
と
し
て
、
カ
ー
ボ
ン
フ
リ
ー

の
電
力
と
水
素
の
確
保
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。
国
と
し
て

の
戦
略
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

大
竹

ご
指
摘
の
と
お
り
、
鉄
鋼
業
を
は
じ
め
と
す
る

各
産
業
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
は
、
カ
ー

ボ
ン
フ
リ
ー
電
力
や
、
大
量
か
つ
安
価
な
水
素
の
供
給

が
大
前
提
で
す
。

電
力
の
脱
炭
素
化
に
向
け
て
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
最
大
導
入
を
図
る
と
と
も
に
、
安
全
の
確
保
を

大
前
提
と
し
た
原
子
力
の
活
用
、
さ
ら
に
は
水
素
・
ア

ン
モ
ニ
ア
、
C
C
U
S（
C
O
2
の
回
収
・
利
用
・
貯
留
）

な
ど
、
新
た
な
選
択
肢
も
追
求
す
る
こ
と
で
実
現
し
て

い
き
ま
す
。
再
エ
ネ
に
つ
い
て
は
、
次
世
代
技
術
の
開

発
と
コ
ス
ト
削
減
が
重
要
で
す
。
グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
基
金
で
は
、
別
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
、

洋
上
風
力
発
電
の
低
コ
ス
ト
化
や
次
世
代
型
太
陽
電
池

の
開
発
な
ど
、
再
エ
ネ
関
連
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
取
り

組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

水
素
に
つ
い
て
は
、
需
要
創
出
と
供
給
コ
ス
ト
の
低

減
を
一
体
で
支
援
し
て
、
水
素
社
会
の
実
現
を
目
指
し

ま
す
。
2
0
5
0
年
に
は
ガ
ス
火
力（
化
石
燃
料
）を
下

回
る
水
準
の
供
給
コ
ス
ト
20
円
／
N
m3
以
下
、
国
内
導

入
量
2
0
0
0
万
ト
ン
が
政
府
目
標
で
す
。
海
外
輸
送

を
含
め
た
大
規
模
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
構
築
や
、
再

エ
ネ
な
ど
を
活
用
し
た
グ
リ
ー
ン
水
素
製
造
の
技
術
開

発
を
、
グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
基
金
も
活
用
し
て

支
援
し
て
い
き
ま
す
。

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン・ス
チ
ー
ル
の
確
立
と

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
に

不
可
欠
な
高
機
能
鋼
材
に
期
待

─
─
令
和
4
年
度
の
金
属
技
術
開
発
関
連
概
算
要
求
で
、

「
自
動
車
や
鉄
道
車
両
な
ど
の
輸
送
機
器
の
抜
本
的
な

軽
量
化
に
資
す
る
新
構
造
材
料
等
の
技
術
開
発
事
業
」

が
掲
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
輸
送
機
器
の
軽
量
化
、
さ

ら
に
は
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
貢
献
に
対
す
る
鉄
鋼
製
品
・

技
術
へ
の
期
待
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

大
竹

日
本
の
多
く
の
工
業
製
品
は
、高
い
エ
ネ
ル
ギ
ー

効
率
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
国
内
外
に
お
い
て
省
エ
ネ
や

C
O
2
削
減
に
大
き
く
貢
献
し
て
い
ま
す
。
そ
の
軽
量

化
や
長
寿
命
化
と
い
っ
た
機
能
向
上
に
不
可
欠
な
パ
ー

ツ
と
し
て
、
高
機
能
鋼
材
が
使
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

（
一
社
）日
本
鉄
鋼
連
盟
の
試
算
で
は
、
世
界
で
最
も

進
ん
だ
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
を
達
成
し
て
い
る
エ
コ
プ
ロ

セ
ス
で
日
本
の
鉄
鋼
メ
ー
カ
ー
が
生
み
出
す
高
機
能
鋼

材
は
、
最
終
製
品
と
し
て
使
用
さ
れ
る
段
階
に
お
い
て
、

代
表
的
な
5
品
種（
自
動
車
用
鋼
板
、
変
圧
器
用
方
向

性
電
磁
鋼
板
、
船
舶
用
厚
板
、
発
電
ボ
イ
ラ
用
鋼
管
、

ス
テ
ン
レ
ス
鋼
板
）に
限
っ
て
も
、
国
内
外
で
年
間
約

3
4
0
0
万
ト
ン
の
C
O
2
削
減
効
果
が
あ
る
と
さ
れ

て
い
ま
す
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
に
お
い
て
、

エ
コ
プ
ロ
ダ
ク
ト
で
あ
る
高
機
能
鋼
材
が
果
た
す
役
割

は
ま
す
ま
す
大
き
く
な
る
と
考
え
て
い
ま
す
。
高
機
能

鋼
材
は
日
本
が
強
み
を
持
っ
て
お
り
、
ま
た
付
加
価
値

の
高
い
分
野
で
す
。
日
本
の
鉄
鋼
業
が
国
際
競
争
に
勝

ち
抜
く
た
め
に
は
、
こ
う
し
た
強
み
を
さ
ら
に
磨
い
て

持
続
的
に
発
展
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

─
─
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に
向

け
、
鉄
鋼
業
に
期
待
す
る
こ
と
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

大
竹

I
E
A（
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
）の
レ
ポ
ー
ト

に
よ
れ
ば
、
2
0
5
0
年
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

社
会
に
お
い
て
も
、
自
動
車
や
各
イ
ン
フ
ラ
、
電
子
電

気
機
器
な
ど
で
大
き
な
鉄
鋼
需
要
が
見
込
ま
れ
て
い
ま

す
。
鉄
鋼
製
品
は
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
土
木
・
建
築

な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
分
野
や
、電
気
自
動
車
の
駆
動
モ
ー
タ
、

洋
上
風
力
発
電
の
基
礎
と
な
る
モ
ノ
パ
イ
ル
な
ど
に
利

用
さ
れ
る
素
材
で
す
。
高
機
能
鋼
材
を
活
用
し
た
製
品
は
、

地
球
温
暖
化
問
題
の
解
決
に
大
き
く
貢
献
す
る
こ
と
か
ら
、

日
本
の
鉄
鋼
業
の
革
新
力
を
高
め
る
こ
と
が
、
今
後
の

日
本
経
済
・
社
会
の
強
靱
化
の
た
め
に
も
必
要
不
可
欠

と
な
り
ま
す
。

製
造
時
に
C
O
2
を
排
出
し
な
い
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・

ス
チ
ー
ル
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
非
常
に
高
い
ハ
ー

ド
ル
が
待
ち
受
け
て
い
る
こ
と
で
し
ょ
う
。
し
か
し
、

こ
れ
ま
で
培
っ
て
き
た
技
術
力
を
最
大
限
に
発
揮
し
て
、

世
界
に
先
駆
け
て
技
術
の
確
立
を
目
指
し
て
い
た
だ
き

た
い
。
そ
の
上
で
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
に

お
い
て
も
、引
き
続
き
日
本
の
基
幹
産
業
の
1
つ
と
し
て
、

優
れ
た
製
品
を
国
内
外
の
各
産
業
に
供
給
す
る
と
と
も
に
、

地
域
の
雇
用
や
産
業
の
維
持
に
も
貢
献
し
て
い
た
だ
き

た
い
と
期
待
を
寄
せ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
世
界
を
見
渡
す
と
、
東
南
ア
ジ
ア
な
ど
の
発

展
途
上
国
に
お
い
て
は
、
こ
れ
か
ら
も
鉄
鋼
需
要
が
伸

び
て
い
く
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
世
界
の
鉄
鋼

業
全
体
で
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
目
指
し
て
い
く

た
め
に
は
、
こ
う
し
た
地
域
に
お
け
る
低
炭
素
化
・
脱

炭
素
化
を
進
め
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
日
本

の
鉄
鋼
業
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
も
東
南
ア
ジ
ア
な

ど
で
省
エ
ネ
技
術
と
い
っ
た
エ
コ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の

普
及
に
取
り
組
ま
れ
て
き
ま
し
た
が
、
今
後
よ
り
一
層

の
推
進
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

高機能鋼材の使用段階での削減貢献を推計したところ、5品種のみで高機能鋼材の使用段階での削減貢献を推計したところ、5品種のみで
約3,400万トン（国内使用鋼材1,066万トン、輸出鋼材2,382万トン）約3,400万トン（国内使用鋼材1,066万トン、輸出鋼材2,382万トン）
のCO2削減と試算されています。

出所：日本エネルギー経済研究所出所：日本エネルギー経済研究所

地
球
温
暖
化
問
題
の
解
決
に
向
け
て
、
こ
れ
か
ら
も

エ
コ
プ
ロ
セ
ス
、エ
コ
プ
ロ
ダ
ク
ト
、エ
コ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ

ン
の
3
つ
の
エ
コ
、
さ
ら
に
は
革
新
的
技
術
開
発
で
世

界
を
リ
ー
ド
し
、「
経
済
と
環
境
の
好
循
環
」に
よ
っ
て

鉄
鋼
業
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
実
現
し
て
い
た

だ
き
た
い
と
期
待
し
て
い
ま
す
。

COURSE50試験高炉外観（日本製鉄 東日本製鉄所 君津地区）
NEDO・日本鉄鋼連盟：COURSE50
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太陽光発電の普及を支える
高耐食めっき鋼板高耐食めっき鋼板
太陽光発電を行うためには、発電パネルに加え、パネルを支えるための金属材料が必要です。太陽光発電を行うためには、発電パネルに加え、パネルを支えるための金属材料が必要です。太陽光発電を行うためには、発電パネルに加え、パネルを支えるための金属材料が必要です。
そこで、高耐食めっき鋼板が重要な役割を担っています。日本製鉄は高耐食めっき鋼板の供給を通じて、そこで、高耐食めっき鋼板が重要な役割を担っています。日本製鉄は高耐食めっき鋼板の供給を通じて、そこで、高耐食めっき鋼板が重要な役割を担っています。日本製鉄は高耐食めっき鋼板の供給を通じて、
太陽光発電の普及を支えています。

架
台
材
料
が
必
要
で
す
。
ま
た
、
屋
根
に
設
置
す

る
場
合
に
は
軽
量
化
が
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
に
な
り

ま
す
。
同
時
に
架
台
の
材
料
や
設
置
コ
ス
ト
も
低

減
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
」（
齊
藤
主
幹
）

太
陽
光
発
電
パ
ネ
ル
を
設
置
す
る
架
台
に
求
め

ら
れ
る
主
な
性
能
と
し
て
、
①
強
風
や
積
雪
な
ど

に
耐
え
る
こ
と
が
で
き
る
強
度
、
②
現
場
で
の
溶

接
が
不
要
で
部
材
が
軽
量
で
あ
る
こ
と
、
③
現
場

で
簡
単
に
取
り
付
け
可
能
な
形
状
に
す
る
こ
と
な

ど
に
よ
る
施
工
性
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
コ
ス
ト
低
減

の
た
め
の
高
い
耐
食
性
の
3
つ
を
指
摘
し
ま
す
。

「
日
本
で
は
一
般
的
に
太
陽
光
発
電
パ
ネ
ル
の
出

力
保
証
は
20
年
前
後
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
架
台
に

は
そ
れ
と
同
等
の
耐
食
性
能
が
求
め
ら
れ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
」（
齊
藤
主
幹
）

溶
融
亜
鉛
め
っ
き
鋼
板
と
比
べ

５
倍
の
耐
食
性
を
有
す
る

ス
ー
パ
ー
ダ
イ
マ
®
と
Z
A
M
®

メ
イ
ン
需
要
で
あ
る
地
上
設
置
型
の
太
陽
光
発

電
パ
ネ
ル
の
架
台
に
は
、
こ
れ
ま
で
主
に
後
め
っ

き
が
使
用
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
部
材
を
加
工
し
た

あ
と
に
め
っ
き
す
る
後
め
っ
き
は
、
成
形
し
た
部

品
を
高
温
の
溶
け
た
亜
鉛
に
漬
け
て
め
っ
き
し
ま

す
が
、
め
っ
き
時
に
熱
歪
み
が
発
生
す
る
た
め
、

形
状
な
ど
品
質
レ
ベ
ル
を
保
つ
た
め
に
必
要
と
さ

れ
る
強
度
以
上
に
鋼
板
の
厚
み
が
必
要
と
な
り
、

重
た
く
施
工
性
も
低
い
、
さ
ら
に
コ
ス
ト
も
か
か

る
架
台
に
な
っ
て
い
ま
し
た
。

一
方
、
日
本
製
鉄
開
発
鋼
の
高
耐
食
め
っ
き
鋼

板
で
あ
るSuperD

ym
a

®

（
ス
ー
パ
ー
ダ
イ
マ
）と

Ｚ
Ａ
Ｍ
Ⓡ（
ザ
ム
）は
、
加
工
前
に
め
っ
き
し
た
鋼
板

を
部
品
へ
と
成
形
し
て
い
く
こ
と
か
ら
熱
歪
み
が

発
生
し
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
、
必
要
と
さ
れ
る
強

度
を
担
保
す
る
板
厚
で
済
み
、
加
工
後
の
後
め
っ

き
に
比
べ
て
軽
量
化
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま
た
、

後
め
っ
き
に
比
べ
て
耐
食
性
が
高
く
施
工
性
の
向

上
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
周
期
の
長
期
化
も
期
待
で
き

る
こ
と
か
ら
、
ス
ー
パ
ー
ダ
イ
マ
Ⓡ
と
Ｚ
Ａ
Ｍ
Ⓡ

を
広
く
供
給
し
て
き
ま
し
た
。
今
後
も
、
Ｃ
Ｏ

2

の
排
出
削
減
に
向
け
た
取
り
組
み
が
世
界
で
加
速

し
て
い
き
ま
す
が
、
日
本
製
鉄
の
高
耐
食
め
っ
き

鋼
板
が
大
き
く
貢
献
し
て
い
く
こ
と
が
で
き
る
と

考
え
て
い
ま
す
。

ス
ー
パ
ー
ダ
イ
マ
Ⓡ
と
Ｚ
Ａ
Ｍ
Ⓡ
は
、
2
0
0
0

年
に
世
界
で
初
め
て
工
業
生
産
化
し
て
以
来
20
年

以
上
に
わ
た
り
、
建
築
・
土
木
か
ら
住
宅
資
材
、

道
路
・
鉄
道
、
農
業
・
畜
産
、
そ
し
て
太
陽
光
発

電
パ
ネ
ル
を
支
え
る
架
台
材
料
に
至
る
ま
で
、
累

計
約
1
5
0
0
万
ト
ン
が
国
内
外
で
採
用
さ
れ

て
い
ま
す
。

英
知
を
結
集
し
開
発
し
た

ゼ
ク
シ
ー
ド
®

さ
ら
に
日
本
製
鉄
は
、
ス
ー
パ
ー
ダ
イ
マ
Ⓡ

と
Ｚ
Ａ
Ｍ
Ⓡ
よ
り
も
2
倍
の
耐
食
性
を
誇
る

ZEXEED
®

（
ゼ
ク
シ
ー
ド
）を
開
発
し
、
２
０
２
１

年
10
月
か
ら
販
売
を
開
始
し
て
い
ま
す
。

「
め
っ
き
成
分
の
亜
鉛
に
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
を
加
え

る
と
耐
食
性
が
向
上
す
る
こ
と
は
わ
か
っ
て
い
ま

し
た
。
ス
ー
パ
ー
ダ
イ
マ
Ⓡ
と
Ｚ
Ａ
Ｍ
Ⓡ
が
開
発
さ

れ
た
2
0
0
0
年
ご
ろ
は
酸
化
し
や
す
い
マ
グ
ネ

シ
ウ
ム
の
添
加
量
の
上
限
は
2
～
5
％
で
し
た
。

し
か
し
、
日
本
製
鉄
独
自
の
技
術
開
発
に
よ
り

世
界
中
で
加
速
す
る

太
陽
光
発
電
の
導
入

「
欧
州
を
は
じ
め
世
界
各
国
で
太
陽
光
発
電
の
導

入
が
加
速
し
て
い
ま
す
。
そ
の
勢
い
は
、
こ
れ
ま

で
過
去
に
導
入
し
て
き
た
設
備
容
量
と
同
じ
容
量

を
こ
の
10
年
で
導
入
し
よ
う
と
す
る
ほ
ど
積
極
的

な
も
の
で
す
」と
太
陽
光
発
電
が
こ
れ
ま
で
以
上

に
急
速
に
導
入
さ
れ
て
い
く
こ
と
を
、
高
耐
食
め
っ

き
開
発
室
の
齊
藤
祐
介
主
幹
は
分
析
し
ま
す
。
日

本
の
太
陽
光
発
電
の
導
入
量
が
2
0
1
9
年
時
点

で
55
・
8
ギ
ガ
ワ
ッ
ト
で
あ
る
こ
と
に
対
し
、
政

府
は
2
0
3
0
年
に
1
0
0
ギ
ガ
ワ
ッ
ト
以
上
に

増
加
さ
せ
る
目
標
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

太
陽
光
発
電
の
設
置
方
式
は
、
屋
根
設
置
型
や

地
上
設
置
型
、
水
上
設
置
型
な
ど
に
大
別
さ
れ
ま

す
が
、
太
陽
光
発
電
に
適
し
た
設
置
場
所
は
あ
ま

り
残
さ
れ
て
お
ら
ず
、
政
府
の
目
標
を
達
成
す
る

た
め
に
は
、
こ
れ
ま
で
設
置
が
難
し
か
っ
た
場
所

に
も
太
陽
光
パ
ネ
ル
を
設
置
す
る
こ
と
が
必
要
に

な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

「
沿
岸
な
ど
の
腐
食
環
境
が
厳
し
い
地
域
な
ど

で
太
陽
光
発
電
を
行
う
た
め
に
は
、
腐
食
に
強
い

ゼ
ク
シ
ー
ド
Ⓡ
で
は
6
％
の
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
を
添
加

す
る
こ
と
が
可
能
に
な
り
、
耐
食
性
を
向
上
さ
せ

る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
」と
薄
板
商
品
技
術
室
の
中

村
文
彰
部
長
代
理
は
開
発
経
緯
を
振
り
返
り
ま
す
。

ゼ
ク
シ
ー
ド
Ⓡ
の
め
っ
き
に
は
亜
鉛
と
マ
グ
ネ

シ
ウ
ム
の
ほ
か
に
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
や
微
量
の
ケ
イ

素
も
添
加
さ
れ
て
い
ま
す
。
め
っ
き
研
究
室
の
德

田
公
平
課
長
は
、「
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
の
添
加
量
を
増

や
せ
ば
耐
食
性
は
向
上
し
ま
す
が
、
め
っ
き
が
硬

く
な
り
、
加
工
性
が
低
下
し
ま
す
。
そ
の
ほ
か
の

添
加
元
素
に
も
さ
ま
ざ
ま
な
役
割
が
あ
り
、
無
限

に
あ
る
組
み
合
わ
せ
か
ら
、
個
々
の
性
能
を
引
き

出
す
ベ
ス
ト
な
組
成
を
見
極
め
る
必
要
が
あ
り
ま

し
た
」と
開
発
の
苦
労
を
打
ち
明
け
ま
す
。

日本製鉄（株）  
鉄鋼研究所 表面処理研究部
めっき研究室 研究第一課

德田 公平 課長

日本製鉄（株）  
薄板事業部 薄板営業部

薄板商品技術室
中村 文彰 部長代理

日本製鉄（株）  
薄板事業部 薄板営業部　

高耐食めっき開発室
齊藤 祐介 主幹

架台の種類と要求性能　架台のコスト低減だけでなく、耐積雪・耐風性能、施工性、メンテナンス性などが求められ、
　　　　　　　　　　　　  日本製鉄の高耐食めっき鋼板シリーズはそれらの要求性能に応えています。

屋根設置型地上設置型水上設置型

再エネを支える
日本製鉄のエコプロダクツ®
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極薄のマグネシウム（Mg）系保護皮膜

強固な亜鉛（Zn）/ マグネシウム（Mg）系
保護皮膜

Mg2+ Mg2+ Mg2+ Mg2+

鉄

めっき層

Mg2+

SO42-

Zn2+

Cl- Cl-

※平面部めっき腐食減量を基に耐食性能を算定（複合サイクル腐食実験 JASO M609-91法、50サイクル）日本製鉄調べ。

®

®®®

「
ゼ
ク
シ
ー
ド
Ⓡ
の
開
発
で
は
、
単
に
鋼
板
表
面
耐

食
性
を
向
上
さ
せ
る
だ
け
で
な
く
、
加
工
製
品
の
端

面
耐
食
性
や
加
工
性
な
ど
も
考
慮
し
て
ベ
ス
ト
な
性

能
を
実
現
で
き
る
め
っ
き
の
組
成
を
追
求
し
ま
し
た
。

今
回
の
新
し
い
高
耐
食
性
め
っ
き
鋼
板
の
開
発

で
は
、
研
究
者
が
生
み
出
し
た
技
術
の
種（
シ
ー
ズ
）

に
、
高
耐
食
め
っ
き
鋼
板
の
プ
ロ
集
団（
製
造
、
品

質
管
理
、
需
要
家
対
応
、
営
業
に
か
か
わ
る
す
べ

て
の
人
）の
知
恵
と
経
験
を
結
集
し
た
か
ら
こ
そ
、

ベ
ス
ト
な
組
成（
レ
シ
ピ
）に
た
ど
り
着
く
こ
と
が

で
き
ま
し
た
」（
中
村
部
長
代
理
）

耐
用
年
数
25
年
を
保
証
す
る

海
外
市
場
向
け
ブ
ラ
ン
ド

Z
A
M
®
|
E
X

日
本
製
鉄
は
海
外
の
お
客
様
に
よ
り
わ
か
り
や

す
く
当
社
の
高
耐
食
め
っ
き
鋼
板
を
訴
求
す
る
た

め
に
、
2
0
2
1
年
4
月
に
海
外
市
場
向
け
ブ
ラ

ン
ド
Z
A
M
®
|

E
X（
ザ
ム
イ
ー
エ
ッ
ク
ス
）を
立

ち
上
げ
ま
し
た
。

「
欧
州
な
ど
の
海
外
で
設
計
さ
れ
る
架
台
用
の
鋼

材
に
は
20
～
25
年
の
耐
用
年
数
保
証
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
そ
こ
で
Z
A
M
®
|

E
X
で
は
、
お
客

様
の
ご
要
望
に
応
じ
て
個
別
契
約
単
位
で
、
一
定

の
腐
食
環
境
下
に
お
い
て
25
年
間
、
穴
あ
き
が
発

生
し
な
い
こ
と
を
保
証
し
ま
し
た
。
海
外
に
お
い

て
も
腐
食
環
境
の
厳
し
い
地
域
、
お
よ
び
発
電
ポ

テ
ン
シ
ャ
ル
が
高
い
地
域
で
太
陽
光
発
電
の
設
置

が
積
極
的
に
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
現
在
、
欧
州

や
中
近
東
、
イ
ン
ド
な
ど
か
ら
Z
A
M
®
|

E
X

の
問
い
合
わ
せ
や
引
き
合
い
が
増
加
し
て
お
り
、

今
後
ま
す
ま
す
高
耐
食
め
っ
き
鋼
板
の
採
用
が
広

が
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
」と
冷
延
・
表
面
処

理
鋼
板
輸
出
室
の
田
川
真
優
子
主
査
は
需
要
拡
大

に
期
待
を
寄
せ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
齊
藤
主
幹
は「
こ
れ
ま
で
は
太
陽
光
発

電
パ
ネ
ル
の
寿
命
に
合
わ
せ
て
架
台
も
取
り
替
え

る
前
提
で
し
た
が
、
長
寿
命
の
高
耐
食
め
っ
き
鋼

板
を
使
用
す
る
こ
と
で
、
寿
命
を
迎
え
る
太
陽
光

パ
ネ
ル
だ
け
を
交
換
す
る
と
い
う
使
い
方
が
可
能

に
な
り
ま
す
。
架
台
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
が
長
く

な
る
こ
と
に
よ
る
新
た
な
C
O
2
削
減
効
果
が
期

待
で
き
ま
す
」と
こ
れ
ま
で
以
上
に
C
O
2
削
減
に

貢
献
で
き
る
と
説
明
し
ま
す
。

さ
ら
に
、
高
耐
食
め
っ
き
鋼
板
は
、
道
路
、
鉄

道
、
鋼
製
水
路
な
ど
、
こ
れ
ま
で
後
め
っ
き
鋼
板

が
使
用
さ
れ
て
い
た
と
こ
ろ
に
使
用
す
る
こ
と
で
、

軽
量
化
に
よ
る
使
用
材
料
の
削
減
や
長
寿
命
化
が

実
現
で
き
、
太
陽
光
発
電
分
野
以
外
で
も
大
き
な

C
O
2
削
減
効
果
が
見
込
め
ま
す
。

日
本
製
鉄
は
高
耐
食
め
っ
き
鋼
板
に
つ
い
て
、

20
年
以
上
の
ノ
ウ
ハ
ウ
・
知
見
の
蓄
積
が
あ
り
、

多
彩
な
製
品
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
を
持
っ
て
い
ま
す
。

パ
ー
ト
ナ
ー
企
業
と
連
携
す
る
こ
と
で
さ
ま
ざ
ま

な
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
案
で
き
、
こ
れ
か
ら
も

高
耐
食
め
っ
き
鋼
板
を
通
じ
て
環
境
問
題
の
解
決

に
貢
献
し
続
け
て
い
き
ま
す
。

日本製鉄（株）  
薄板事業部　鋼板・形鋼輸出営業部

冷延・表面処理鋼板輸出室
田川 真優子 主査

日本製鉄の高耐食めっき鋼板シリーズ

多様な機能を備えた既存の高耐食めっき製品群に、さらなる
高耐食ニーズに応えるため新しく開発したZEXEED®を加え
た高耐食めっき鋼板シリーズを立ち上げました。

雨にさらされると、めっ
き層から極少量のマグ
ネシウムイオンを放出
し、めっき表面に極薄
の保護皮膜を形成。そ
の後のめっき層の腐食
速度をさらに遅くしま
す。

時間が経過することで、
さらに亜鉛イオンやマ
グネシウムイオンが
めっき表面に供給され、
より強固な保護皮膜を
形成し、塩分や硫黄酸
化物などの腐食因子の
侵入を防いで、腐食の
進行がさらに遅くなり
ます。

ZEXEED®の防食メカニズム（平面部）

ZEXEED®は高耐食めっき鋼板の約2倍、溶融亜鉛めっき鋼板の約10倍の
耐食性能を有しています。さらにSuperDyma®やZAM®が苦手としてい
た水に濡れたままの環境でも優れた耐食性能を示します。

太陽光発電
の普及を

加速させるソーワイヤ
太陽電池のシリコンウエハを精密に切り出す

太陽光発電に欠かせない太陽電池の半導体に使われるシリコンウエハ。その
シリコンウエハを精密に切り出すソーワイヤに、日本製鉄の特殊線材が使われて
います。

ソーワイヤは固く切断しにくいシリコンを効率良く切断するために日々進化を
続けています。歩留向上と切断工程の高速化を目指し、ワイヤ表面に微細なダイ
ヤモンド粒を電着させたダイヤモンドソーワイヤが主流となりました。少しでも
切断コストを低減するためにソーワイヤの細径化が進んだ結果、現在は直径40
マイクロメートルに迫る極細サイズの製品が登場しています。また、シリコンを
高速で切断する際、ワイヤに大きな抵抗荷重がかかることから高強度化が進み、
素材成分は0.9％炭素が主流となっています。

極細で強いソーワイヤの製造には、高清浄度と高強度を両立した線材が求め
られます。日本製鉄は独自開発の介在物制御技術と偏析制御技術を適用したソー
ワイヤ用高炭素線材を供給し、市場から高い信頼と評価を得ています。

発電プラント用鋼管　高温環境に耐える
太陽光を反射鏡で集めて、その熱エネルギーを利用して発電する集光

型太陽熱発電が、サンベルト地帯と呼ばれる北緯37度以南の日照量の多
いアフリカ北部、中東、アメリカの砂漠地帯などで実用化されています。
受光部であるレシーバの伝熱管は高温強度と耐高温腐食性が求められる
ためニッケル基合金管が、また過熱器管/再熱器管には日本製鉄開発鋼で
あるボイラ用ステンレス鋼管SUPER304H®が求められます。

タワー式集光型太陽熱発電(CSP=Concentrating Solar Power)

太陽電池のシリコンウエハを精密に切り出す

蓄電池の安全性を確保する

高加工性Niめっき鋼板
スーパーニッケル™　

蓄電池の導入により、昼間に発電した電力を貯めておくことが
できれば、夜間や悪天候時であっても電力を賄うことができるよ
うになるだけでなく、災害時のバックアップ電源にもなります。
その蓄電池セルケース材に日本製鉄のスーパーニッケル™が使
われています。めっき鋼板の界面にFe-Ni拡散合金層を有するこ
とで、加工後の
めっきの被覆性
に優れ、電解液
への金属の溶解
を抑え、蓄電池
の安全性を確保
しています。

カタマ®SP
草刈り負担を軽減する

カタマ®SPは、水と反応して自ら固まる鉄鋼スラグ特有の
性質を活用したバラス舗装材です。適量の散水と重機による
転圧を行うことにより、徐々に固化が進行します。固化によ
る防草効果により、太陽光発電の架台足場での草刈り負担を
軽減しています。

太陽電池の仕組み
プラスを帯びやすいP型シリコン半導体とマイナスを
帯びやすいN型シリコン半導体を貼り合わせてありま
す。この2つの半導体の境目に光エネルギーが加わると、
乾電池と同じ状態になり、電線をつなげば電気が流れ、
光エネルギーが当たり続ければ電気は発生し続けます。

太陽光

電流

電極（－）

反射防止膜
N 型シリコン半導体

PN 接合面
P 型シリコン半導体

電極（＋）

写真提供：日鉄スラグ製品（株）

集光型太陽熱発電
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熱
熱
熱
熱
熱
熱

熱 熱 熱
熱 熱
熱 熱
熱
熱

ＨＡＺ
（熱影響部）

熱

ＨＡＺ
大入熱�性低下

溶接金属 ＨＡＺ

母
材

小量の熱で何度も溶接を積み
上げるため、低能率だが熱の
影響は小さい

大量の熱で一度に溶接するため、
高能率だが熱の影響が大きい

小入熱溶接 大入熱溶接

小入熱溶接と大入熱溶接の比較
（溶接部の断面：溶接方向は紙面に垂直）

風力発電
過酷な

洋上環境に
耐える

地熱発電
高温高圧の

蒸気や熱水に
負けない

バイオマス
発電

顧客ニーズに
応じた

製品ラインナップ

金属組織を制御して溶接部の靱性を向上
鋼製の基礎には着床式と浮体式があります。着床式と同様、浮体式も

また巨大な鋼製の構造物で、厚手の鋼材を数千トン用いますが、このよ
うな厚手鋼材を溶接するには数十回もの溶接を行うため効率が悪くなり
ます。そこで建築や造船の分野で実績のある大入熱溶接を用いて効率的
に溶接施工する方法が用いられますが、大入熱溶接の場合は高温からゆっ
くり冷えるため結晶粒が粗大化して靱性の低下をもたらす課題がありま
した。この課題を克服したのがHTUFF® 技術です。HTUFF技術は微細
なナノサイズ酸化物を鋼中に分散させることにより結晶粒の粗大化を抑
制し大入熱溶接をしても靱性を維持できるため、健全な浮体構造物が高
能率で製造可能となります。また、浮体式には波浪、風、風車の振動な
どにより変動する外力が作用するため、溶接部には疲労特性が求められ
ます。疲労特性向上をもたらす技術として超音波衝撃処理(UIT)※を用い
ることで、特に大型浮体での使用が想定される高強度鋼(ハイテン鋼)に
対して長疲労寿命への効果が期待されます。

大入熱溶接用TMCP厚鋼板
建造効率を高める

日本製鉄の大入熱溶接用TMCP鋼は、洋上風力発電を支える
基礎構造物の建造効率の向上に貢献しています。高い強度と優
れた溶接性で、すでに船舶や建築の分野において多数の実績を持っ
ており、洋上風力発電においても軽量化と溶接効率の向上を図
ります。

疲労ソリューション
安全・安心を確保する

日本製鉄の疲労ソリューションは、風車ブレードの回転や波
浪などから発生する繰り返し応力に起因する金属疲労を十分に
考慮した設計の対策技術として、大型風力発電における安全・
安心の確保、部材の軽量化、メンテナンスコストの低減を実現
します。

係留システム
耐久性と長寿命化を実現する

日本製鉄は浮体式係留に多くの実績を持つ日鉄エンジニアリ
ング（株）と、チェーン製造に多くの実績を持つ濱中製鎖工業（株）
と共同で、高強度鋼材（棒鋼）の適用により係留チェーンの耐摩
耗性と耐疲労性の向上を図り、係留システムの耐久性・長寿命
化を実現しています。

浮体式洋上風力発電設備の模式図

優れた耐久性を発揮する 地熱蒸気回収用鋼管
地熱発電では地下深度300～3,000メートルで高温高圧の熱水が蓄えられ

た貯留層を狙って生産井を掘削し、熱水を地上に噴出させることで蒸気を発生
させ、蒸気タービン発電機に供給して発電しています。地熱蒸気には塩化物や
硫化水素などさまざまな腐食性物質が多量に含まれています。この過酷な使
用環境においても、日本製鉄の地熱蒸気回収用鋼管は、優れた耐久性を発揮し、
地熱発電プラントの信頼性を向上させています。

傾斜機能材料 密着二重管
バイオマス発電は、成長の際にCO2を吸収した樹木から発生する間伐材や

廃材などを燃焼する際の熱を利用して電気を起こすことにより、カーボンオフセッ
トとして実質CO2を排出しない発電方式です。日本製鉄は厚板・建材製品や
ボイラ用鋼管などの供給を通じて、バイオマス発電所の建設に貢献しています。

日本製鉄のボイラ用鋼管は、使用条件に合わせて対応可能な炭素鋼鋼管、
合金鋼鋼管、ステンレス鋼鋼管、ニッケル基合金管と豊富な製品群を取り揃え
ています。

近年のインターネット販売市場の拡大などにより板紙（ダンボール原紙）の世
界需要が増加傾向にあります。そのため製紙工場ではパルプ製造工程から発
生する黒液を回収して燃焼させ、エネルギーとして活用する黒液回収ボイラな
どのバイオマス発電が増えています。黒液回収ボイラの水壁管は、管内面と管
外面での要求性能が異なるため「密着二重管」と呼ばれる外面と内面で異なる
材質を合わせた鋼管ニーズがあります。ボイラ内での腐食が懸念されることか
ら、外面にはステンレスをはじめとする高合金、内面は炭素鋼という組み合わ
せが増えており、この密着二重管を製造できるのは日本製鉄を含め世界で2社
となります。

日本製鉄では、グループ会社とも連携し需要捕捉にも対応しています。

製鉄所の火力発電で未利用間伐材を活用
日本製鉄は東日本製鉄所釜石地区と九州製鉄所大分地区の火力発電

施設で、木質バイオマス資源を石炭と混焼することにより、石炭使用
量と温室効果ガスの削減を図っています。大分地区では、地域で発生
する未利用材を破砕処理した木質チップの混焼を2014年から運用。釜
石地区では2010年より運用開始し、地域の林業振興にも貢献していま
す。電力の安定供給に加え、木質バイオマス資源の利用を通じた温室
効果ガス削減、森林整備や地域経済の活性化などにも貢献しています。

山葵沢地熱発電所（秋田県湯沢市）

日本製鉄 東日本製鉄所 釜石地区（岩手県釜石市）の発電施設

※ 超音波衝撃処理(UIT)：Ultrasonic Impact Treatment。超音波振動された鋼製ピンを押し当て打撃処理することで、被処理部の形状、組織、残留応力を改善するもの。

密着二重管 横断面マクロ写真

写真提供：湯沢地熱（株）
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eco
PRODUCTS

　出典：（株）日立製作所変換用変圧器

使用時の環境負荷を低減する
日本製鉄のエコプロダクツ®

日本製鉄は優れた技術力に基づく高い機能性や信頼性を誇るエコプロダクツ®を供給し、エネルギー
や輸送など私たちの暮らしや産業を支える設備の効率化や軽量化、長寿命化を通じて、使用時の
省資源・省エネルギー・CO2排出量削減を実現し、環境負荷低減に貢献しています。

世界的に自動車の環境規制強化と衝突安全基準
の厳格化が進み、車体の軽量化・高強度化ニーズ
の高まりから、自動車メーカー各社での超ハイテ
ン適用が増加しています。また今後、電気自動車
などの電動車においても、走行距離やバッテリー
重量の問題により、車体軽量化のニーズが一層高
まるものと考えられます。日本製鉄は、こうした
車体の軽量化・高強度化を実現する超ハイテン鋼
板（1,470メガパスカル級ハイテンや2.0ギガパ
スカル級ホットスタンプ材など）の材料開発に加
え、構造・機能設計、工法開発、性能評価を基軸
とする次世代鋼製軽量自動車コンセプトNSafeⓇ- 
AutoConceptの提案により、衝突安全性向上と
ライフサイクル全体での温室効果ガス排出量削減
に貢献しています。

船舶の衝突事故は荷油漏れなどを起こし、深刻
な海洋汚染を招きます。日本製鉄が開発した高延
性造船用鋼板NSafe®-Hullは、鋼板の延び特性に
優れるため、船舶の衝突時においても、従来鋼に
比べて船体に穴が開きにくく、貨物油や燃料油の
漏洩による深刻な海洋汚染に対するリスクを軽減
します。その高い安全性が評価され、超大型原油
タンカーを中心に30隻超（受注量は総計5万トン
超）に採用。船舶のより安全・確実な海上輸送を
実現しています。

次世代クリーンエネルギーである水素を使った燃料自動車の普及促進
に向け、水素ステーションの整備が進んでいます。日本製鉄が世界に先
駆けて開発したHRX19®は、高圧水素環境下で生じる水素脆化を克服す
るとともに、高強度化による水素の大流量化・高速充填や溶接施工を可
能にし、水素ステーションの長寿命化、安全性向上、コンパクト化に寄与。
全国約70カ所の水素ステーションの配管に採用されています。

風力発電やメガソーラー発電などの再エネの大規模生産が広がるなか、
消費地である都市部が発電場所とかなり離れた場所にあるため、長距離
で送電しても電力ロスの少ないHVDC（High Voltage Direct Current：
直流高圧送電）を使った電力網が注目されています。日本製鉄は電力損
失の少ない変圧器用電磁鋼板を供給し、高効率な長距離送電網の普及に
貢献しています。また、日本製鉄の電磁鋼板は、電動車向けモーターの
高性能化、さらにはCO2削減にも大きく貢献しています。（詳細は本誌
Vol.10  23ページをご参照ください）

海上油田・ガス田の掘削用油井管は、井戸の深さに応じて何本もの
鋼管を連結して使用します。継手箇所は、ねじ締結時の焼付防止のた
め、通常グリスが塗布されます。しかし、グリスに含まれる鉛などの重
金属が海中に流れ出すことによる環境汚染が大きな問題となっていま
す。日本製鉄はグリスを使用することなく、高い防錆性と油井管同士
の繰り返し締結が可能な環境負荷物質の排出ゼロを実現したねじ継手
CLEANWELL®DRY STを開発。世界で最も厳しいHSE（健康・安全・環境）
規制が適用されているノルウェー沖海上油田で、安定した継手締結と優
れた降管速度を達成し、掘削コスト削減にも貢献。海上油田・ガス田の
開発における環境負荷ゼロを実現し、将来にわたるエネルギー安定供給
と地球環境保護に寄与しています。

車輪と車軸は鉄道車両の安全を床下から支える最も重要な車両部品です。
日本製鉄は国内唯一の鉄道用輪軸（車輪・車軸）メーカーとして、国内で
使用されるほぼ100％を製造しています。車輪の厚み低減や車軸の中空
化などにより軽量化を進め、高強度・高耐久レールや低騒音駆動装置と
ともに、その製造技術が国内外で高く評価され、鉄道輸送のエネルギー
効率向上に貢献しています。

環境負荷ゼロを実現
油井管用ねじ継手CLEANWELL®油井管用ねじ継手CLEANWELL®油井管用ねじ継手CLEANWELL DRY ST

送電ロスを低減する 
変圧器用電磁鋼板

水素ステーション整備に寄与する
高圧水素用ステンレス鋼HRX19®

海洋汚染を防ぐ 
高延性造船用鋼板NSafe®-Hull

CO2低減と衝突安全性を両立する
NSafe®-AutoConcept

鉄道輸送のエネルギー効率を高める
高速鉄道用車輪軸

Hull

NSafeNSafe®-Hull適用部位（概要図）Hull適用部位（概要図）

NSafe®-AutoConceptで想定する車体向け鋼材の強度

NSafe®-Hull

TS［MPa］TS［MPa］

低

高
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※1 ギガワット：1メガワットの1,000倍が1ギガワット。　　　※2 メガワット：1キロワット（1ワットの1,000倍）の1,000倍が1メガワット。
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で
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狩
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風
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ク
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日
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エ
ン
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計
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作
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。
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ク
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狩
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※
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風
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台
風
や
季
節
風
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影
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、
地
震
、
急
峻
な
海
底
地
形
、
複
雑
な

海
底
地
盤
な
ど
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件
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、
基
礎
部
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難
易
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の
高
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計
と
施
工
技
術
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ま
す
。
そ
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に
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い
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、
洋
上
風
力
計
画
室
の
高
澤
大
志
室
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日
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エ
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ニ
ア
リ
ン
グ
は
50
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に
わ
た
っ
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や
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ガ
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開
発
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設
を
は
じ
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と
す
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海
洋
大
型
イ
ン
フ
ラ
を
、
設

計
か
ら
施
工
ま
で
一
貫
し
て
手
が
け
て
き
ま
し
た
。
洋
上
風
力
発

電
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基
礎
に
は
、
私
た
ち
が
こ
れ
ま
で
培
っ
て
き
た
専
門
技
術

と
ノ
ウ
ハ
ウ
が
共
通
す
る
部
分
が
多
く
、
そ
れ
が
当
社
の
大
き

な
強
み
に
な
っ
て
い
ま
す
」と
語
り
ま
す
。

日
鉄
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
は
ヤ
ー
ド
を
国
内
外
に
3
カ
所
保

有
し
て
い
ま
す
。
今
後
の
洋
上
風
力
発
電
の
需
要
拡
大
に
伴
い
、

数
十
基
の
基
礎
を
製
作
す
る
案
件
も
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
が
、

そ
れ
ら
を
同
時
に
製
作
・
出
荷
で
き
る
広
大
な
ヤ
ー
ド
を
複
数
持
っ

て
い
る
こ
と
で
、
さ
ま
ざ
ま
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
柔
軟
に
対
応
で

き
ま
す
。
ま
た
、
同
社
で
は
海
上
で
設
置
工
事
を
行
う
た
め
の

大
型
海
洋
作
業
船
2
隻
を
保
有
し
、
24
時
間
体
制
で
の
作
業
が

可
能
で
あ
る
た
め
、
工
期
短
縮
と
コ
ス
ト
低
減
を
実
現
で
き
る

こ
と
も
大
き
な
強
み
で
す
。

広大な製作ヤード
福岡県北九州市の若松工場（左）、タイ・バンパコン工場（右上）、タイ・アマラ工場（右下）の
国内外3拠点で、海洋鋼構造物の製作に多数の実績を持っています。

大型海洋作業船 左からくろしお、くろしお2。全旋回大型クレーンを搭載、24 時間施工が可能。

洋上風力発電の
未来を拓く
厳しい自然条件を
克服する基礎構造

日鉄エンジニアリングのソリューション

カーボンニュートラルの
潮流を捉える

カーボンニュートラル社会の実現に
向け、洋上風力発電が注目を集めて
います。大型海洋インフラを手がけ
てきた日鉄エンジニアリング（株）の
知見と専門技術が、洋上風力発電の
普及拡大に欠かせないものとなって
います。
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エンジニアリング産業は現在、大きな変革期を迎えています。
CO2排出量を2050年に実質ゼロとするカーボンニュートラ
ルを実現するため、エンジニアリング会社としても再生可能
エネルギーの社会実装やCCUS（CO2の回収・利用・貯留）な
ど新しい技術の開発に、これまで以上の貢献が求められてい
ます。
こうしたなか、私たちはカーボンニュートラルを成長のチャ
ンスと捉え、2025年度までに脱炭素・低炭素商品の売上構
成比率を2020年度の約30％から50％超に引き上げ、脱炭素・
低炭素商品によるCO2排出削減効果を2020年度の3,000万
トン／年から4,000万トン／年に高めることを掲げています。
その目標達成に向け、洋上風力発電をはじめバイオマス発電、
下水汚泥固形燃料化、地熱発電など既存の低炭素・脱炭素
関連商品を強化するとともに、水素インフラ整備、CO2分離・
回収技術ESCAP®の普及、CCUSの実用化など新技術・新
事業の拡大を加速させていきます。
さらに鉄鋼業のカーボンニュートラルに関しても、日鉄エ
ンジニアリングが果たすべき役割は非常に大きいと考えてい
ます。国内外で培ってきた製鉄プラントの設備技術・建設実
績を活かし、難易度の極めて高い水素還元製鉄などに、日本
製鉄と共に挑戦しています。
日鉄エンジニアリングは脱炭素・循環型社会の形成を中核
事業に据え、エンジニアリングソリューションプロバイダー
として、カーボンニュートラルの実現に貢献していきます。

※3 BOP：風車本体の供給契約に含まれない据付工事、風車基礎や海底ケーブル、陸上送変電設備の付帯設備、オペレーション＆メンテナンスなど。

脱炭素・低炭素商品によるCO2 排出削減効果
万トン -CO2 ／年
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外
の
設
備
を
総
合
的
に
手
が
け
る
B
O
P（
※
3
）事
業

者
と
し
て
、
2
0
3
0
年
に
洋
上
風
力
で
1
0
0
0
億
円
規
模

の
売
上
目
標
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

海
洋
イ
ン
フ
ラ
で
は
国
内
の
先
駆
者
と
し
て
、
先
頭
を
走
り

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
プ
ロ
バ
イ
ダ
ー
と
し
て
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
貢
献
し
て
い
き
ま
す

日
鉄
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ（
株
）  

石
倭
行
人
代
表
取
締
役
社
長

洋
上
風
力
発
電
設
備
の
基
礎
構
造
が
で
き
る
ま
で

① 現地調査と形式の選定
発電設備を設置する場所の水深、
地盤、施工要件などを調査し、経
済合理性や工程を検討し形式を選
定します。ジャケット式は杭の上
に鋼管をつなぎ合わせた剛性の高
いトラス構造で、適用水深は20～
100メートル、岩盤から軟弱地盤
までの地盤に適用可能です。

② 設計作業
風車の耐用年数は通常20年以上。
その間、台風や波浪、地震などの
荷重や、繰り返し荷重による疲労
にも耐えられるように設計されて
います。

③ 製作
杭部分やジャケット本体に使用す
る鋼管を加工。ジャケットの組み
立てを行います。

④ 施工
ジャケットを設置するための杭を
作業船で輸送し、現場の海底に打
設。その後、ジャケットを輸送し
て杭に据え付けて完成です。

続
け
て
き
た
日
鉄
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
。
そ
の
強
み
に
磨
き
を
か

け
な
が
ら
、
今
後
は
洋
上
風
力
発
電
業
界
に
お
い
て
も
ト
ッ
プ

ラ
ン
ナ
ー
を
目
指
し
ま
す
。

ラ
ン
ナ
ー
を
目
指
し
ま
す
。

日鉄エンジニアリング（株）
海洋本部 洋上風力計画室

高澤 大志 室長

 製　作施　工
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君津市公共施設
（小学校・清掃事務所等）

廃棄物処理施設
（かずさクリーンシステム）

小売電気事業者
（日鉄エンジニアリング）

国内最大級の発電量を誇る苅田バイオマス発電所（福岡県苅田町）

脱炭素・循環型社会を形成する
日鉄エンジのエコプロダクツ®

日鉄エンジニアリング（株）はさまざまな再生可能エネルギーの発電設備の建設や操業・メンテナンスなどを手がけるとともに、
水素社会の構築やCCUSの社会実装を推進し、脱炭素・循環型社会を形成するエコプロダクツ®を提供しています。

バイオマス発電プラント
建設からメンテまでワンストップ対応

処理から再資源化へ
下水汚泥を固形燃料化する

「再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を
除いたもの」とされるバイオマス。それらを資源とす
るバイオマス発電は、資源の循環性や再生産性から、カー
ボンニュートラルな特性を持っています。

日鉄エンジニアリングは日本製鉄グループが所有・
運営する発電設備で培った発電エンジニアリング力を
活かして、バイオマス発電所の建設に取り組んでいます。
ペレットやチップなどの木質燃料を用いた木質バイオ
マスをはじめ、対象となる燃料に合わせ、最適な設備・
システムの提案や、設備建設から操業・メンテナンス
までワンストップで対応しています。

2050年までにCO2実質排出量ゼロに取り組む全国
の地方自治体で、日鉄エンジニアリングの下水汚泥固
形燃料化システム「ジェイコンビ®」の導入が進んでい
ます。これまで埋立・焼却により処分されてきた下水
汚泥を、燃料変換率の高い造粒乾燥プロセスを用いて
固形燃料化し、石炭の代替燃料として利用することに
より、バイオマスエネルギーである下水汚泥の有効活
用や温室効果ガス排出量の削減に貢献しています。

地熱発電関連プラント
純国産エネルギーを利用する

ごみ発電の地産地消
地域のごみから電気をつくる

地熱発電はマグマによって熱せられた地熱資源から
取り出した蒸気でタービンを回転させて電気を起こし
ています。地熱資源が豊富な日本において、この国産
エネルギー利用はエネルギー自給率の向上につながり
ます。

日鉄エンジニアリングは1980年代から蒸気生産・
還元設備に携わり、国内10カ所での建設実績があり
ます。2016 年には、中低温・中低圧の地下資源で
の発電を可能とするバイナリー発電技術を米国TAS 
Energy社より導入し、その技術を活かしてさらに11
カ所目となる「（仮称）南

みなみかやべ

茅部地熱発電所」を建設してい
ます。今後も日本の地熱資源のさらなる利用拡大ニー
ズに応えていきます。

地域で排出されたごみを処理する際の余熱により発
電した電力を、小売電気事業者である日鉄エンジニア
リングが買い取り、地元の小学校などの公共施設に供
給（販売）しています。ごみ発電は、地域のごみが電力
に変わるという地産性や、天候や時間帯に左右されな
い安定性を備えたクリーンエネルギー。ごみ発電の地
産地消を全国で展開し、「地域循環共生圏」の創造、「脱
炭素社会」の推進に貢献しています。

下水汚泥固形燃料（ペレット）の循環モデル

地産地消の電力供給イメージ（かずさクリーンシステム）

バイナリー式地熱発電で国内最大規模となる（仮称）南茅部地熱発電所（北海道函館市）の
完成予想図

水素社会の構築　洋上風力発電の余剰電力を活用する
日鉄エンジニアリングは、（国研）新エネルギー・産業技

術総合開発機構（NEDO）の委託事業である、石狩湾新港
洋上風力発電の余剰電力を活用した水素サプライチェー
ンに関する調査に参画し、水素製造設備の検討と水素製

造量シミュレーションを担当しています。洋上風力発電か
ら発生する余剰電力を活用した効率的な水素製造、地元
地域での水素利活用、北海道内外への水素輸送について
検討し、水素社会の構築に貢献していきます。
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ESCAP®1号機（北海道室蘭市）

ESCAP®2号機（愛媛県新居浜市）

※1　COURSE50（CO2 Ultimate Reduction System for Cool Earth 50）：製鉄所からのCO2排出量を削減する技術を開発する国家プロジェクトで、2008 年から日本製鉄（株）、
JFEスチール（株）、（株）神戸製鋼所の高炉3社と日鉄エンジニアリング（株）によって開発が進められています。高炉からのCO2排出量を水素活用還元技術で10％以上、CO2
分離・回収技術で20％、合わせて30％以上の削減を目指しています。

※2　ppm：100万分の1。　 　　　
※3 ppb：10億分の1。

日鉄エンジニアリング（株）は（国研）新エネルギー・産
業技術総合開発機構（NEDO）の委託事業COURSE50（※1） 

で得られた研究成果をベースに、独自技術を加えて省
エネ型CO2 回収設備「ESCAP®」を開発し、産業利用を
進めています。
「ESCAP は汎用技術と比べて熱消費量を4割以上削
減し、大幅に低い熱消費量で高いエネルギー効率を実
現していることが大きな特徴です。また100℃未満の
低温度でもCO2 を取り出せるようになったため、エ
ネルギー単価の安い未利用排熱の利用が可能となり、
回収コストを下げることができます。さらに付帯設備
として、CO2に同伴し食品用途の品質要求を満たせな
いppm（※2）～ppb（※3）オーダーの微量の不純物を除去
する後処理設備を独自に開発することで、不純物の多
い原料ガスから99.9％以上の高純度CO2の回収を可
能にしました」（萩生大介マネジャー）
商業設備への展開は2013年から始まりました。1
号機は2014年11月、エア・ウォーター炭酸（株）向
けに、日本製鉄室蘭製鉄所内に建設されました。製鉄
所の熱風炉排ガスを原料としてCO2を回収しています。
回収されたCO2は液化され、溶接用ガスや炭酸飲料
用として北海道内のユーザーに供給しています。製鉄
所内でも転炉の底吹き用に使われています。生産量は
1日120トンで、北海道唯一の工業用炭酸ガス製造設
備です。
2号機は2018年7月、住友共同電力（株）向けに建

設されました。石炭火力発電所からのCO2を回収し
ています。回収されたCO2は発電所近郊にある化学
工場で化学副原料として全量使われています。場所が
近いため液化せず、そのままパイプラインで送られて
いるため、比較的安価に供給できています。生産量は
1日143トンで、室蘭より2割ほど大きな設備となっ
ています。
「工業ガス、炭酸飲料、ドライアイスに加えて、カー
ボンリサイクルに相当する化学製品や燃料にも適用可
能です。また、枯渇した油田にCO2を圧入してより
多くの原油を回収するEORという手法にも利用する
ことができます。原料としては製鉄所をはじめ幅広い
種類のガスに適用できます。一方、回収されたCO2は、

省エネ型CO2回収設備「ESCAP®」 CCUSの社会実装を推進する

用途に応じた純度、品質に仕上げることができます。
さまざまな適用先でESCAP がCO2削減・有効利用の
一助になればと考えてい
ます」（萩生マネジャー）
日鉄エンジニアリング
はESCAPのさらなる普
及を通して、CO2のカー
ボンリサイクルや地中貯
留などCCUSの社会実
装を推進し、カーボン
ニュートラル実現に貢献
していきます。

日鉄エンジニアリング（株）
環境・エネルギーセクター

エンジニアリング本部 計画技術部
萩生 大介 マネジャー

「日本製鉄
カーボンニュートラル
ビジョン2050」の
動画を制作

昨年3月に公表した「日本製鉄カーボンニュートラルビジョン2050～ゼロ

カーボン・スチールへの挑戦～」をわかりやすく解説する動画を制作しました。

日本製鉄ホームページや、公式YouTubeチャンネルでも公開していますので、

ぜひご覧ください。

動画は、ロングバージョン（6分26秒 ／ 日本語・英語の2カ国語）と、ショー

トバージョン（30秒、60秒 ／ 日本語・英語の2カ国語）を制作しました。

ロングバージョンでは、ゼロカーボン・スチールを実現するための革新的

技術について、CGアニメーションを用いてわかりやすく解説しています。ショー

トバージョンでは、ゼロカーボン・スチール挑戦への決意を力強く表現し

ました。

日本製鉄は、2050年にCO2排出を実質ゼロにする「日本製鉄カーボンニュー

トラルビジョン2050～ゼロカーボン・スチールへの挑戦～」を掲げ、経営

の最重要課題としてさまざまな対策に取り組んでいます。今の鉄づくりを

180度変え、これまで人類が到達できなかったゼロカーボン・スチールの

実現にチャレンジすることで、持続可能な社会の発展に貢献していきます。

ロング
バージョン
6分26秒

ショート
バージョン
30秒

ショート
バージョン
60秒
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カーボンニュートラル動画カーボンニュートラル動画



特別企画
技術対談

日本製鉄（株） 代表取締役副社長

小野山 修平 
（公財）地球環境産業技術研究機構（RITE） 理事長・研究所長

山地 憲治氏
◉ プロフィール　やまじ・けんじ
1950年香川県生まれ。72年、東京大学工学部原子力工学科卒業、77年、同大学院工学系研究科博士課程修了

（工学博士）。同年（財）電力中央研究所に入所。その後、米国電力研究所（EPRI）客員研究員、電力中央研究所・エネルギー
研究室長などを経て、94年、東京大学教授（大学院工学系研究科電気工学専攻）。2010年より東京大学名誉教授、

（公財）地球環境産業技術研究機構（RITE）理事・研究所長、21年6月より現職。専門分野はエネルギーシステム工学。
エネルギー・資源学会会長、日本エネルギー学会会長、日本学術会議会員などを歴任し、政府の各種審議会委員を
務める。グリーンイノベーション戦略推進会議座長。エネルギーシステムに関する著書は、『エネルギー新時代の
夜明け』（エネルギーフォーラム）、『フクシマのあとさき』（エネルギーフォーラム新書）をはじめ80冊を超える。

2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
実
現
す
る
た
め
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
は
―
―
。
こ
の
問
い
に
対
し
て
、「
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
」

「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
」「
原
子
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
」「
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
技
術（
C
O
2
の
吸
収
・
除
去
）」の
４
つ
を
組
み
合
わ
せ
、

さ
ら
に
社
会
シ
ス
テ
ム
と
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
革
新
ま
で
総
動
員
す
る
必
要
性
を
提
言
す
る（
公
財
）地
球
環
境
産
業
技
術
研
究
機
構（
R
I
T
E
）

理
事
長
の
山
地
憲
治
氏
。
今
年
の
技
術
対
談
は
、
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
シ
ナ
リ
オ
分
析
を
も
と
に
、

今
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
方
向
性
と
、鉄
鋼
業
の
取
り
組
み
に
対
す
る
ご
提
言
、日
本
製
鉄
へ
の
期
待
な
ど
を
山
地
理
事
長
に
伺
い
ま
し
た
。

※1  COURSE50：高炉からのCO2 排出削減を目指すNEDO100%委託事業「環境調和型プロセス技術の開発／水素還元等プロセス技術の開発」

技
術
と
社
会
の
イ
ノ
ベ
ー
ション
で

2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
を
目
指
す

実
現
を
目
指
す

日
本
の
も
の
づ
く
り
の
根
幹
を
担
う

製
鉄
所
の
環
境
技
術
を
紹
介

小
野
山

本
年
は「
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」

の
実
現
に
向
け
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
あ
る
べ
き

姿
を
ご
提
言
さ
れ
て
い
る
R
I
T
E
の
山
地
憲
治
理
事
長

を
お
招
き
し
ま
し
た
。
山
地
先
生
は
、総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー

調
査
会
や
グ
リ
ー
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
戦
略
推
進
会
議
な

ど
に
加
え
て
、
日
本
製
鉄
他
が
進
め
る「
C
O
U
R
S
E
50

（
※
１
）」の
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド
に
も
ご
出
席
い
た
だ
く

な
ど
日
ご
ろ
か
ら
大
変
お
世
話
に
な
っ
て
い
ま
す
。
本
日

は
、
環
境
調
和
型
の
新
た
な
製
鉄
プ
ロ
セ
ス
技
術
の
開
発
や
、

排
出
し
た
C
O
2
の
分
離
・
回
収
技
術
の
研
究
開
発
に
取
り

組
む
当
社
と
し
て
、
い
ろ
い
ろ
勉
強
さ
せ
て
い
た
だ
き
た

い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
対
談
前
に
東
日
本
製
鉄
所
君
津
地
区
で
、
転
炉
や

厚
板
工
程
、
C
O
U
R
S
E
50
の
試
験
高
炉
な
ど
の
各
種

設
備
を
ご
視
察
い
た
だ
き
ま
し
た
。
ご
感
想
を
お
聞
か
せ

く
だ
さ
い
。

山
地

1
9
7
0
年
代
後
半
、
電
力
中
央
研
究
所
に
入
っ

た
新
人
時
代
に
、
鉄
鋼
業
の
経
済
調
査
を
担
当
し
ま
し
た
。

そ
の
と
き
に
2
0
0
0
年
の
粗
鋼
生
産
予
測
な
ど
を
行
っ

て
い
た
こ
と
も
あ
り
、
今
で
も
鉄
鋼
業
界
に
は
馴
染
み
が

あ
り
ま
す
。
君
津
地
区
は
こ
れ
ま
で
数
回
見
学
さ
せ
て
い

た
だ
き
ま
し
た
が
、
今
回
が
最
も
充
実
し
た
内
容
で
し
た
。

最
初
に
見
た
約
40
年
前
と
あ
ま
り
変
わ
ら
ぬ
規
模
で
、
日

本
の
も
の
づ
く
り
の
根
幹
を
担
っ
て
い
る
存
在
感
に
感
銘

を
受
け
ま
し
た
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
は
総
合
力
が

重
要
と
い
う
点
で
、
見
学
の
な
か
で
は
特
に
副
生
ガ
ス
や

排
熱
の
再
利
用
の
よ
う
に
、
製
鉄
プ
ロ
セ
ス
で
の
C
O
2

排

出
削
減
だ
け
で
な
く
、
出
て
く
る
も
の
を
い
か
に
利
用
す

る
か
と
い
う
視
点
が
大
変
重
要
だ
と
感
じ
ま
し
た
。

4高炉前

厚板熱延工程

COURSE50試験高炉外観

■ 東日本製鉄所 君津地区見学風景

■ 東日本製鉄所 君津地区見学風景

NEDO・日本鉄鋼連盟：COURSE50

NEDO・日本鉄鋼連盟：COURSE50

COURSE50試験高炉
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カーボンニュートラルに向けた主要国の中期目標日本製鉄のCO2削減の目標

特別企画
技術対談

小
野
山
　
日
本
製
鉄
で
は
C
O
P
3
で
京
都
議
定
書
が
採

択
さ
れ
た
1
9
9
7
年
の
こ
ろ
か
ら
、
日
本
鉄
鋼
連
盟
の

自
主
行
動
計
画
に
基
づ
き
、
省
エ
ネ
技
術
開
発
な
ど
を
通

じ
て
温
暖
化
ガ
ス
排
出
削
減
に
努
力
し
て
き
ま
し
た
。
そ

の
後
、
ポ
ス
ト
京
都
議
定
書
の
枠
組
み
づ
く
り
に
向
け
、

2
0
0
7
年
に
安
倍
晋
三
首
相（
当
時
）が
提
案
し
た「
ク
ー

ル
ア
ー
ス
50（
※
2
）」を
機
に
C
O
U
R
S
E
50
を
ス
タ
ー
ト

す
る
な
ど
、
現
在
ま
で
さ
ま
ざ
ま
な
側
面
か
ら
諸
施
策
を

展
開
し
て
い
ま
す
。

研
究
テ
ー
マ
は
原
子
炉
設
計
か
ら
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
全
体
の
モ
デ
ル
分
析
へ

小
野
山
　
山
地
理
事
長
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
工
学
が

ご
専
門
で
す
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
の
全
体
を
俯
瞰
す
る
領
域
・

分
野
で
ご
活
躍
さ
れ
て
き
ま
し
た
が
、
取
り
組
ま
れ
て
き

た
内
容
に
つ
い
て
具
体
的
に
教
え
て
い
た
だ
け
ま
す
か
。

山
地
　
大
き
く
分
け
る
と
、
私
自
身
が
長
年
取
り
組
ん
で

き
た
研
究
と
、
現
在
理
事
長
を
務
め
る
R
I
T
E
で
行
っ

て
い
る
研
究
の
２
つ
が
あ
り
ま
す
。
私
は
も
と
も
と
原
子

力
工
学
科
の
出
身
で
、
大
学
院
の
研
究
テ
ー
マ
は
原
子
炉

の
設
計
で
し
た
。
そ
こ
で
は
燃
料
サ
イ
ク
ル
の
考
察
も
不

可
欠
な
の
で
、
博
士
課
程
の
後
半
は
、
高
速
増
殖
炉
な
ど

の
新
型
原
子
炉
を
組
み
合
わ
せ
た
原
子
力
の
長
期
戦
略
分

析
が
主
な
研
究
テ
ー
マ
と
な
り
ま
し
た
。
長
期
的
考
察
の

た
め
に
物
を
つ
く
る
こ
と
よ
り
も
ソ
フ
ト
分
野
の
研
究
、

つ
ま
り
自
身
で
開
発
し
た
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
モ
デ
ル
を
使
っ

て
2
0
0
0
年
ま
で
約
30
年
間
の
原
子
力
の
長
期
戦
略
を

モ
デ
ル
分
析
し
て
い
ま
し
た
。

小
野
山
　
博
士
課
程
修
了
後
、
電
力
中
央
研
究
所
の
経
済

研
究
所（
現
・
社
会
経
済
研
究
所
）で
17
年
間
、
東
京
大
学

で
16
年
間
研
究
に
従
事
さ
れ
ま
し
た
。
ど
の
よ
う
な
こ
と

に
取
り
組
ま
れ
た
の
で
す
か
。

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
て

越
え
る
べ
き
2
0
3
0
年
の
ハ
ー
ド
ル

小
野
山
　
2
0
2
0
年
10
月
に
菅
義
偉
前
首
相
が
公
表
し

た「
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
宣
言
」に
つ
い
て
、

先
生
は
ど
の
よ
う
に
捉
え
て
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す
か
。

山
地
　
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
自
体
は
温
暖
化
対
策
の

最
終
ゴ
ー
ル
だ
と
認
識
し
て
い
ま
す
。
気
候
変
動
問
題
に

関
す
る
国
際
的
な
枠
組
み
の
パ
リ
協
定（
2
0
1
5
年
12
月

採
択
）で
は
、
世
界
の
平
均
気
温
上
昇
を
産
業
革
命
以
前
に

比
べ
て
2
℃
よ
り
十
分
低
く
保
ち
、
1
・
5
℃
に
抑
え
る

努
力
を
目
標
に
掲
げ
ま
し
た
。
そ
の
後
、
1
・
5
℃
以
内

に
抑
え
る
に
は
2
0
5
0
年
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実

現
が
必
要
と
い
う
、
気
候
変
動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル

（
I
P
C
C
）の
報
告
書
の
シ
ナ
リ
オ
分
析
を
も
と
に
、
環

境
に
熱
心
な
欧
州
が
明
確
な
目
標
値
と
し
て
設
定
し
ま
し
た
。

ち
ょ
っ
と
過
熱
し
た
感
が
あ
り
ま
す
が
、
そ
の
国
際
政
治

動
向
を
見
て
菅
政
権
も「
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
宣
言
」を
打
ち
出
し
た
と
い
う
印
象
を
持
っ
て
い
ま
す
。

　
そ
し
て
今
年（
2
0
2
1
年
）4
月
、
ア
メ
リ
カ
の
バ
イ

デ
ン
大
統
領
が
主
導
し
た
気
候
変
動
サ
ミ
ッ
ト
で
、
日
本

は
パ
リ
協
定
の
約
束
草
案
で
13
年
度
比
26
％
減
と
し
て
い

た
2
0
3
0
年
目
標
を
、
国
が
決
定
す
る
貢
献（
N
D
C
）

と
し
て
46
％
減
に
引
き
上
げ
た
。
あ
と
9
年
し
か
あ
り
ま

せ
ん
し
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」の
改
定
に
取
り
組
ん

で
い
た
段
階
で
先
に
ゴ
ー
ル
を
書
い
て
し
ま
っ
た
の
に
は

違
和
感
が
あ
り
ま
し
た
。
も
う
少
し
リ
ア
リ
ズ
ム
を
入
れ

て
ほ
し
か
っ
た
で
す
ね
。

小
野
山
　
日
本
製
鉄
で
は
そ
う
し
た
流
れ
を
受
け
て
、「
ゼ

ロ
カ
ー
ボ
ン
・
ス
チ
ー
ル
の
実
現
」を
経
営
の
最
重
点
項
目

と
し
て
位
置
づ
け
、
2
0
3
0
年
に
C
O
2 

を
13
年
度
比
で

30
％
削
減
す
る
と
と
も
に
、
２
０
５
０
年
に
は
実
質
ゼ
ロ
と

す
る
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
を
目
指
す
、
世
界
鉄

鋼
業
界
の
な
か
で
も
野
心
的
な
中
長
期
経
営
計
画
を
公
表
し

ま
し
た
。
現
在
、
製
鉄
プ
ロ
セ
ス
革
新
や
生
産
構
造
対
策
、

省
エ
ネ
を
積
極
的
に
推
進
し
て
い
ま
す
が
、
２
０
３
０
年
３

割
減
に
向
け
て
、
さ
ら
に
取
り
組
み
を
加
速
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

山
地
　
２
０
５
０
年
で
あ
れ
ば
水
素
還
元
製
鉄
を
含
め

た
い
ろ
い
ろ
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
期
待
で
き
ま
す
が
、

２
０
３
０
年
と
な
る
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
成
果
が
一
部
出

る
も
の
の
、
本
格
的
に
社
会
実
装
で
き
る
段
階
に
は
あ
り

ま
せ
ん
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は「
Ｓ
プ
ラ
ス
３
Ｅ
」、つ
ま
り
、

「
安
全
性（Safety

）」と「
自
給
率（Energy Security

）」

「
経
済
効
率
性（Econom

ic Effi
ciency

）」「
環
境
適

合（Environm
ent

）」の
バ
ラ
ン
ス
で
成
り
立
ち
ま
す
。

２
０
３
０
年
に
46
％
削
減
と
い
う
高
す
ぎ
る
目
標
を
掲
げ

る
と
、
日
本
経
済
を
か
え
っ
て
傷
め
る
こ
と
に
な
る
の
で

は
な
い
か
と
危
惧
し
て
い
ま
す
。

小
野
山
　
日
本
製
鉄
も
目
標
を
目
指
す
上
で
、
従
来
か
ら

省
エ
ネ
設
備
の
開
発
・
導
入
や
、
製
鉄
の
副
産
物
で
あ
る
ス

ラ
グ
利
用
を
は
じ
め
と
す
る
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を
展

開
し
て
き
ま
し
た
が
、
粗
鋼
生
産
１
ト
ン
当
た
り
２
ト
ン
の

C
O
2

排
出
が
あ
る
状
況
下
で
は
と
て
も
追
い
つ
き
ま
せ
ん
。

2
0
3
0
年
の
目
標
値
が
高
ま
る
な
か
で
、
C
O
2
を
排
出

し
な
い
1
0
0
％
水
素
直
接
還
元
製
鉄
や
、既
存
技
術
を
ベ
ー

ス
と
す
る
C
O
U
R
S
E
50
、
大
型
電
炉
で
の
高
級
鋼
製
造
、

C
O
2

分
離
・
回
収
・
再
利
用
・
貯
留（
C
C
U
S
）に
よ
る
カ
ー

ボ
ン
オ
フ
セ
ッ
ト
対
策
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
手
段
を
組
み
合
わ

せ
て
、
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・
ス
チ
ー
ル
を
目
指
し
ま
す
。
た
だ

し
1
0
0
％
水
素
直
接
還
元
製
鉄
に
つ
い
て
は
、
製
鉄
に
大

量
の
水
素
が
必
要
で
す
が
、
2
0
3
0
年
時
点
で
ヤ
ー
ド
に

あ
る
す
べ
て
の
石
炭
を
水
素
に
切
り
替
え
る
こ
と
は
難
し
い
。

相
当
な
イ
ン
フ
ラ
整
備
も
必
要
で
す
し
、
2
0
3
0
年
段
階

で
は
社
会
的
に
水
素
を
十
分
に
入
手
で
き
な
い
可
能
性
も
あ

り
ま
す
。
2
0
3
0
年
の
ハ
ー
ド
ル
は
非
常
に
高
い
で
す
ね
。

山
地
　
経
済
研
究
所
で
は
、
大
学
院
時
代
の
後
半
に
研
究

し
て
い
た
原
子
力
政
策
の
モ
デ
ル
分
析
か
ら
エ
ネ
ル
ギ
ー

全
体
を
カ
バ
ー
す
る
戦
略
・
計
画
・
政
策
の
分
析
へ
と
対

象
が
広
が
り
、
必
然
的
に
地
球
温
暖
化
対
策
の
実
践
的
な

分
析
を
行
う
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
東
京
大
学
で
は
地
球

温
暖
化
対
策
の
第
一
人
者
で
あ
る
茅
陽
一
先
生
の
講
座
の

後
を
引
き
継
ぎ
ま
し
た
。

小
野
山
　
そ
の
後
、
温
暖
化
対
策
を
分
析
テ
ー
マ
と
す
る

R
I
T
E
の
研
究
所
長
に
な
ら
れ
た
の
は
、
あ
る
意
味
で

自
然
な
流
れ
と
言
え
ま
す
ね
。

山
地
　
ご
縁
が
あ
り
、
そ
う
な
り
ま
し
た
。
R
I
T
E
は

ア
メ
リ
カ
・
ヒ
ュ
ー
ス
ト
ン
で
G
7
サ
ミ
ッ
ト
が
開
催
さ

れ
た
1
9
9
0
年
に
設
立
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
サ
ミ
ッ
ト

で
日
本
は「
地
球
再
生
計
画
」を
提
案
し
、
1
0
0
年
ぐ
ら

い
の
ス
パ
ン
で
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
を
抑
制
し
て
、

将
来
的
に
ゼ
ロ
に
す
る
と
い
う
絵
を
描
き
ま
し
た
が
、
私

は
そ
の
モ
デ
ル
分
析
に
電
力
中
央
研
究
所
時
代
か
ら
か
か

わ
り
、
当
時
か
ら
R
I
T
E
と
も
関
係
が
あ
り
ま
し
た
。

そ
れ
以
降
の
ご
縁
も
あ
っ
て
2
0
1
0
年
に
R
I
T
E
の

研
究
所
長
に
就
任
し
、
今
年
6
月
か
ら
理
事
長
兼
務
と
な

り
ま
し
た
。

　
R
I
T
E
は
約
1
7
0
人
の
組
織
な
の
で
、
す
べ
て
の

研
究
を
行
え
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
温
暖
化
問
題

と
い
う
大
き
な
テ
ー
マ
に
対
し
て
、
技
術
開
発
や
政
策
を

評
価
す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
分
析
と
、
菌
類
を
触
媒
の
よ

う
に
使
っ
て
燃
料
や
化
学
品
を
つ
く
る
バ
イ
オ
リ
フ
ァ
イ

ナ
リ
ー
技
術
、
排
出
さ
れ
た
C
O
2
を
回
収
し
て
地
中
に
貯

留
す
る
技
術（
C
C
S
）の
3
つ
を
軸
に
活
動
し
て
い
ま
す
。

特
に
バ
イ
オ
技
術
は
、
R
I
T
E
が
2
0
1
1
年
に
設
立

し
た
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業（
G
E
I
）で
、
ア
ミ
ノ
酸
や
バ
イ

オ
ジ
ェ
ッ
ト
燃
料
を
つ
く
る
な
ど
一
番
実
用
化
に
近
い
段

階
に
あ
り
ま
す
。

日本 2030年度に△26％（2013年比）
　　　→ 2030年度に△ 46％（2013 年比）

米国 2025年に△26 〜△28％（2005年比）
　　　→ 2030年に△50 〜△52％（2005 年比）

EU 2030年に△55％（1990年比）

英国 2030年に△68％（1990年比）
　　　→ 2035年に△78％（1990年比）

カナダ 2030年に△30％（2005年比）
　　　→ 2030年に△40 〜△45％（2005年比）

中国
• 2030年に GDP 当たりCO2 排出量で△65％（2005年比）
• 2030年までに排出量を削減させる
　　　→ 2026〜2030年で石炭消費を段階的に減少させる

2030年 ターゲット

20302050

70

2050年 ビジョン

CO2 総排出量
30%削減の実現

カーボンニュートラル
の実現

現行の高炉･転炉プロ
セスでのCOURSE50
の実機化､既存プロセ
スの低CO2化､効率生
産体制構築などによっ
て､対2013年度比30%
のCO2排出削減を実現

大型電炉での高級鋼の量産
製造､水素還元製鉄（Super 
COURSE50による高炉水素
還元､100%水素直接還元）
にチャレンジし､ CCUSな
どによるカーボンオフセッ
ト対策なども含めた複線的
なアプローチでカーボン
ニュートラルを目指す

（カーボンオフセット）

カーボン
ニュートラル

※2  クールアース50：革新的技術の開発などにより低炭素社会づくりを目指す、地球温暖化防止のための長期目標。

2018年秋に開催された第5回「Innovation for Cool Earth Forum（ICEF）で
ステートメント報告する山地理事長

注：太字は今年4月の気候変動サミットを契機に、数値目標の引き上げや追加目標とされた項目。
出所：国連、外務省、IEAなどの資料からジェトロ作成

第11回温室効果ガス制御技術国際会議（GHGT-11／2012年開催）のパネル討論で
司会をする山地理事長
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発熱反応

吸熱反応

現状高炉プロセス

100％水素直接還元プロセス

鉄鉱石

溶融鉄
（液体）

FeFe2O3

Fe2O3

CO2C

還元 溶融

鉄鉱石

直接還元鉄
ペレット
（固体）

Fe

H2OH2

還元

100％水素還元製鉄のメカニズム 2030年度の日本の電源構成目標（2019年度実績比）

2019年度（実績値）2030年度（目標値）
水素・アンモニア

1%

火力

41%
火力

75.7%

原子力

20～22%

原子力

6.2%
再エネ

36～38%

再エネ

18.1%

特別企画
技術対談

温
暖
化
対
策
は
世
界
的
視
野
か
ら

各
国
の
事
情
に
応
じ
た
取
り
組
み
を

小
野
山
　
そ
う
し
た
情
勢
の
な
か
、
日
本
政
府
は「
第
6
次

エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」で
、
2
0
3
0
年
の
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー（
以
下
、
再
エ
ネ
）の
割
合
を
36
～
38
％（
従
来
計

画
22
～
24
％
）に
大
き
く
引
き
上
げ
、
再
エ
ネ
の
主
力
電
源

化
を
進
め
る
方
針
を
打
ち
出
し
ま
し
た
。
再
エ
ネ
や
原
子

力
な
ど
温
室
効
果
ガ
ス
を
排
出
し
な
い
脱
炭
素
電
源
の
比

率
を
59
％
に
す
る
一
方
で
、
石
炭
な
ど
化
石
燃
料
の
比
率

は
41
％
と
し
て
い
ま
す
。
先
生
は
ど
の
よ
う
に
受
け
止
め

て
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す
か
。

山
地
　「
省
エ
ネ
」「
再
エ
ネ
」「
原
子
力
」「
水
素
」「
C
C
U
S
」

の
す
べ
て
が
重
要
だ
と
思
っ
て
い
ま
す
。
原
子
力
に
つ
い
て

は
、
わ
が
国
は
他
の
先
進
国
と
異
な
る
課
題
と
し
て
、
10

年
前
に
福
島
原
発
事
故
が
起
こ
り
、
原
子
力
に
対
す
る
世

論
が
厳
し
く
再
稼
働
へ
の
ス
ピ
ー
ド
が
遅
い
で
す
ね
。
そ

う
な
る
と
国
民
の
支
持
が
高
い
省
エ
ネ
、
再
エ
ネ
と
な
り

ま
す
が
、
再
エ
ネ
の
一
本
足
打
法
で
は
難
し
い
。
水
素
な

ど
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
C
C
S
を
含
め
た
カ
ー
ボ
ン
リ

サ
イ
ク
ル
に
つ
い
て
も
2
0
3
0
年
の
社
会
実
装
は
限
定

さ
れ
ま
す
。
日
本
特
有
の
原
子
力
に
対
す
る
困
難
な
状
況

を
改
善
す
る
た
め
に
、
ま
ず
原
子
力
の
議
論
を
深
め
て
も

ら
い
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

小
野
山
　
世
界
的
に
期
待
さ
れ
て
い
る
再
エ
ネ
開
発
・
導

入
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
で
の
産
業
構
造
や
原
子
力
発
電

比
率
な
ど
各
国
で
条
件
が
異
な
り
ま
す
ね
。

山
地
　
例
え
ば
イ
ギ
リ
ス
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削

減
目
標
を
2
0
3
5
年
ま
で
に
78
％（
1
9
9
0
年
比
）と

定
め
て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
同
国
の
産
業
構
造
は
製
造

業
が
減
少
し
、
金
融
業
が
主
流
で
す
。
も
と
も
と
石
炭
の

国
だ
っ
た
の
が
北
海
の
天
然
ガ
ス
、
そ
し
て
現
在
は
洋
上

風
力
発
電
の
導
入
が
順
調
に
進
ん
で
い
ま
す
。
し
か
も
原

子
力
を
き
ち
ん
と
維
持
し
て
お
り
、
日
本
と
は
か
な
り
条

件
が
違
い
ま
す
。
す
べ
て
の
国
が
イ
ギ
リ
ス
の
よ
う
に
な

れ
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
世
界
的
な
視
野
に
立
つ
と
、

重
要
な
の
は
開
発
途
上
国
で
す
。
日
本
は
ア
ジ
ア
の
開
発

途
上
国
と
の
連
携
が
大
切
で
す
。

小
野
山
　
先
進
国
が
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
実
現
し

て
も
、
人
口
が
増
加
す
る
ア
フ
リ
カ
や
東
南
ア
ジ
ア
で
は

思
う
よ
う
に
脱
炭
素
化
が
進
ま
な
い
た
め
、
世
界
全
体
と

し
て
は
増
え
て
い
く
と
い
う
見
方
も
あ
り
ま
す
。

山
地
　
お
っ
し
ゃ
る
よ
う
に
途
上
国
の
状
況
を
見
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
ね
。
ま
た
中
国
は
、
C
O
2
排
出
量
の
ピ
ー

ク
を
2
0
3
0
年
前
に
実
現
す
る
と
し
て
い
ま
す
が
、
今

か
ら
下
げ
る
と
は
言
っ
て
い
な
い
。
同
国
は
日
本
の
10
倍

の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
国
な
の
で
、
2
0
3
0
年
ま
で
の

増
加
分
だ
け
で
も
ほ
ぼ
日
本
一
国
分
に
匹
敵
し
ま
す
。
や

は
り
温
暖
化
対
策
は
世
界
的
な
視
野
で
見
て
い
か
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

小
野
山
　
以
前
は
、
当
社
が
コ
ー
ク
ス
乾
式
消
火
設
備

（
C
D
Q
）な
ど
の
省
エ
ネ
設
備
を
輸
出
し
て
現
地
で
技
術

指
導
す
る
と
、
そ
こ
で
の
削
減
量
が
実
績
と
し
て
加
算
さ
れ
、

技
術
協
力
の
貢
献
度
が
評
価
さ
れ
る
仕
組
み
が
あ
り
ま
し
た
。

そ
う
し
た
仕
組
み
に
つ
い
て
は
い
か
が
で
す
か
。

山
地
　
今
度
の
C
O
P
26
で
議
論
さ
れ
る
パ
リ
協
定
第
6

条
は
、
国
境
を
跨
い
だ
貢
献
の
取
引
の
仕
組
み
を
定
め
る

も
の
で
す
。
国
連
の
よ
う
な
国
際
機
関
が
決
め
る
、
あ
る
い

は
2
国
間
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度（
J
C
M
）な
ど
の
方
法
が
あ
り
、

私
は
合
理
的
だ
と
思
い
ま
す
。
温
暖
化
対
策
の
や
り
や
す

い
国
と
そ
う
で
は
な
い
国
が
あ
る
な
か
で
、
ま
ず
や
り
や
す

い
国
が
や
り
、
そ
の
部
分
を
や
り
に
く
い
国
が
買
う
仕
組
み

は
取
引
と
し
て
当
た
り
前
の
こ
と
で
す
。
た
だ
ク
レ
ジ
ッ
ト

取
引
に
は
反
対
す
る
声
も
あ
る
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
ど
こ
か

の
国
が
協
定
か
ら
抜
け
て
し
ま
っ
た
ら
意
味
が
あ
り
ま
せ
ん
。

温
暖
化
対
策
は
グ
ロ
ー
バ
ル
全
体
を
巻
き
込
ん
で
い
か
な
け

　
排
出
量
取
引
に
つ
い
て
は
、
排
出
削
減
量
や
吸
収
量
を

国
な
ど
が
認
証
す
る
こ
と
で
発
行
さ
れ
る
オ
フ
セ
ッ
ト
・

ク
レ
ジ
ッ
ト
も
含
め
て
、
い
ろ
い
ろ
な
方
法
が
と
れ
る
と
思

い
ま
す
。
ま
た
、
す
で
に
導
入
し
て
い
る
企
業
も
あ
り
ま

す
が
、
会
社
が
内
部
的
に
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
ス
を
設
定
し

経
営
方
針
決
定
の
際
に
利
用
す
る
と
い
う
対
応
も
あ
り
ま
す
。

さ
ら
に
は
国
の
政
策
決
定
で
も
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ

を
入
れ
て
評
価
す
る
な
ど
、
実
際
に
お
金
が
動
く
の
で
は

な
い
内
部
的
な
活
用
も
図
る
べ
き
だ
と
私
は
考
え
て
い
ま
す
。

小
野
山
　
C
O
2
を
減
ら
す
た
め
の
コ
ス
ト
を
誰
が
ど
の
よ

う
な
形
で
負
担
す
る
か
は
、
引
き
続
き
大
き
な
検
討
課
題

で
す
ね
。

排
出
削
減
と
分
離
・
回
収
の
両
輪
で

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・
ス
チ
ー
ル
を
目
指
す

小
野
山
　
日
本
全
体
の
C
O
2
排
出
量
の
10
％
超
を
占
め
る

鉄
鋼
業
で
は
、
酸
化
鉄
を
還
元
し
て
鉄
鋼
製
品
を
つ
く
り

ま
す
。
最
終
的
に
そ
の
鉄
を
最
大
限
に
リ
サ
イ
ク
ル
す
る

の
は
当
然
の
こ
と
と
し
て
、「
還
元
」の
部
分
を
ど
の
よ
う

に
し
て
い
く
の
か
が
今
後
の
大
き
な
課
題
で
す
。
鉄
鋼
業

へ
の
ご
提
言
を
お
聞
か
せ
い
た
だ
け
ま
す
か
。

山
地
　
鉄
は
人
類
文
明
の
基
礎
で
す
。
石
器
か
ら
青
銅
器
、

そ
し
て
鉄
器
時
代
に
移
行
し
て
、
現
在
も
鉄
が
金
属
素
材

と
し
て
社
会
の
基
礎
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
だ
け
便
利

な
鉄
鋼
製
品
が
御
社
の
よ
う
な
大
規
模
生
産
で
安
価
に
つ

く
れ
る
こ
と
は
す
ご
い
と
思
い
ま
す
。
加
工
し
や
す
く
、

炭
素
量
に
よ
っ
て
強
度
も
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
る
優
れ
た

材
料
が
な
く
な
る
こ
と
は
な
い
と
思
い
ま
す
。

　
そ
の
鉄
づ
く
り
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
で
は
総
合

的
な
取
り
組
み
が
必
要
で
す
。
こ
れ
ま
で
コ
ー
ク
ス
だ
っ

た
還
元
材
の
水
素
へ
の
転
換
に
つ
い
て
は
、
炭
素（
C
）の

発
熱
反
応
よ
り
も
水
素（
H
）の
吸
熱
反
応
の
ほ
う
が
還
元

は
難
し
い
と
い
う
技
術
的
な
ハ
ー
ド
ル
を
丁
寧
に
説
明
し
、

社
会
的
理
解
を
深
め
て
い
く
こ
と
も
大
切
で
す
。
ま
た
、

日
本
鉄
鋼
連
盟
の
長
期
戦
略
に
あ
る
電
炉
利
用
も
重
要
で

す
。
す
で
に
還
元
さ
れ
て
い
る
ス
ク
ラ
ッ
プ
の
再
利
用
は

C
O
2
排
出
量
が
少
な
い
の
で
、
社
会
に
ス
ト
ッ
ク
さ
れ
た

鉄
を
循
環
し
て
使
う
の
は
大
変
よ
い
こ
と
だ
と
思
い
ま
す
。

　
も
う
一
つ
の
方
向
と
し
て
、
製
造
時
に
排
出
し
た
C
O
2

を
回
収
す
る
C
C
U
S
も
有
望
で
す
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
と
い
う
と
、
と
か
く
再
エ
ネ
や
省
エ
ネ
ば
か
り
注

目
さ
れ
ま
す
が
、
石
炭
を
燃
や
し
て
も
C
O
2
を
出
さ
な
け

れ
ば
い
い
わ
け
で
す
。
ま
た
、
御
社
が
進
め
て
い
る
ブ
ル
ー

カ
ー
ボ
ン（
※
3
）の
よ
う
に
ス
ラ
グ
を
使
っ
て
C
O
2
を
吸
収

さ
せ
る
方
法
も
あ
り
、
大
気
か
ら
吸
収
で
き
れ
ば
排
出
量

は
マ
イ
ナ
ス
に
で
き
ま
す
。

小
野
山
　
日
本
製
鉄
で
は
発
生
す
る
C
O
2
の
量
を
下
げ
る

だ
け
下
げ
た
上
で
、
C
C
U
S
で
対
応
す
る
青
写
真
を
描

い
て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
こ
う
し
た
取
り
組
み
は
時
間
軸

が
長
い
た
め
、
2
0
3
0
年
ま
で
に
と
い
う
期
限
に
は
非

常
に
厳
し
い
も
の
が
あ
る
。

　
国
内
外
で
注
目
を
集
め
る
C
C
S
に
つ
い
て
、
日
本
で

は
2
0
1
2 

年
か
ら
北
海
道
苫
小
牧
で
日
本
初
の
大
規

模
な
実
証
実
験
が
行
わ
れ
、
2
0
1
9
年
11
月
に
累
計

C
O
2
圧
入
量
30
万
ト
ン
を
達
成
し
て
い
ま
す
。
当
社
で
も

C
O
U
R
S
E
50
開
発
の
一
環
と
し
て
、
R
I
T
E
さ
ん

と
共
同
で
高
炉
ガ
ス
か
ら
の
C
O
2
分
離
・
回
収
技
術
お
よ

び
高
性
能
吸
収
液
の
開
発
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
が
、
世

界
的
に
見
て
、
も
と
も
と
い
つ
ご
ろ
か
ら
C
C
S
は
始
ま
っ

た
の
で
す
か
。

山
地
　
苫
小
牧
で
の
実
証
当
時
は
C
C
S
を
知
る
人
は
少

な
く
、
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
宣
言
が
出

て
か
ら
一
気
に
認
知
度
が
高
ま
り
ま
し
た
。
も
と
も
と
は

1
9
7
0
年
代
、
ア
メ
リ
カ
で
石
油
増
進
回
収（
E
O
R
）

事
業
の
一
環
と
し
て
、
枯
渇
し
た
油
田
に
C
O
2
や
水
を
注

れ
ば
な
ら
な
い
と
思
い
ま
す（
C
O
P
26
／
2
0
2
1
年
11

月
開
催
）。

小
野
山
　
一
方
、
C
C
S
な
ど
の
大
規
模
な
取
り
組
み
に

対
し
て
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与
え
る
た
め
の
カ
ー
ボ
ン
プ

ラ
イ
シ
ン
グ
に
つ
い
て
、先
生
は
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
ら
っ

し
ゃ
い
ま
す
か
。

山
地
　
基
本
的
に
何
ら
か
の
仕
組
み
が
必
要
だ
と
思
い
ま

す
。
た
だ
し
、
政
府
は
炭
素
課
金
に
よ
る
税
収
を
狙
っ
て

い
る
の
に
対
し
、
経
済
学
者
が
考
え
る
炭
素
課
金
の
多
く
は
、

課
税
や
排
出
量
取
引
に
よ
っ
て
人
々
の
行
動
を
低
炭
素
実

現
の
方
向
に
変
え
る
と
い
う
も
の
で
、
政
府
と
経
済
学
者

の
間
で
捉
え
方
に
少
し
ギ
ャ
ッ
プ
が
あ
る
よ
う
な
気
が
し

て
い
ま
す
。

※3  ブルーカーボン：海洋生物によって大気中のCO2が取り込まれ、海域で貯留された炭素。

入
し
た
の
が
始
ま
り
で
す
。
実
際
に
大
気
放
出
前
の
C
O
2

を
回
収
し
て
地
中
に
埋
め
た
の
は
1
9
9
6
年
で
、
当
時
か

ら
炭
素
税
を
導
入
し
て
い
た
ノ
ル
ウ
ェ
ー
で
は
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー

沖
の
北
海
ガ
ス
田
か
ら
メ
タ
ン
ガ
ス
と
一
緒
に
出
る
C
O
2
を

分
離
回
収
し
て
北
海
の
海
底（
帯
水
層
）に
圧
入
し
た
。
年
間

1
0
0
万
ト
ン
規
模
で
す
か
ら
、
20
年
以
上
を
経
た
今
で
は

貯
留
量
累
計
2
0
0
0
万
ト
ン
以
上
で
す
。
現
在
は
E
O
R

を
含
め
て
世
界
で
約
4
0
0
0
万
ト
ン
の
C
O
2

が
毎
年
地

下
に
圧
入
さ
れ
て
い
ま
す
。

優
れ
た
リ
サ
イ
ク
ル
性
を
ベ
ー
ス
に

高
機
能
鋼
材
で
社
会
貢
献
を
果
た
す

小
野
山
　
本
日
は
製
鉄
所
と
あ
わ
せ
て
、
研
究
開
発
拠
点
で

あ
る
R
E
セ
ン
タ
ー（
富
津
）も
ご
見
学
い
た
だ
き
ま
し
た
。

製
鉄
プ
ロ
セ
ス
開
発
や
新
鋼
材
開
発
、シ
ー
ラ
ボ（
写
真
P
30
）

な
ど
の
環
境
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ま
で
、「
極
め
る
」を
ス
ロ
ー

ガ
ン
に
掲
げ
る
日
本
製
鉄
の
研
究
開
発
に
つ
い
て
、
ご
感
想

が
あ
れ
ば
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

出所：大和総研資料より作成

29 季刊  　　 　　　　　　Vol.11 28季刊  　　 　　　　　　Vol.11



特別企画
技術対談

山
地
　今
回
初
め
て
、
電
子
顕
微
鏡
を
は
じ
め
と
す
る
最

先
端
の
計
測
機
器
を
駆
使
し
た
研
究
開
発
の
現
場
を
拝
見

し
、
鉄
以
外
の
多
彩
な
領
域
の
研
究
開
発
に
つ
い
て
知
り

ま
し
た
。
驚
い
た
の
は
、
研
究
所
の
広
さ
で
す
。
装
置
産

業
と
し
て
実
機
を
想
定
し
た
大
規
模
な
実
験
設
備
も
数
多

く
あ
り
、総
合
的
な
視
野
か
ら
研
究
開
発
に
取
り
組
み
、チ
ャ

レ
ン
ジ
さ
れ
て
い
る
姿
勢
と
熱
意
が
伝
わ
り
ま
し
た
。
今
後
、

非
金
属
の
素
材
と
競
合
・
共
存
し
て
い
く
時
代
に
移
行
す

る
な
か
で
、
大
変
心
強
く
思
い
ま
し
た
。

小
野
山
　
研
究
開
発
の
内
容
を
ス
ケ
ー
ル
ア
ッ
プ
す
る
と

き
は
、
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン（
計
算
）だ
け
で
は
だ
め
で
、
必

ず
実
験
に
よ
る
実
証
が
必
要
で
す
。
実
際
の
事
象
を
分
析
・

理
解
す
る
プ
ロ
セ
ス
が
な
い
と
確
実
に
開
発
成
果
を
得
る

こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
計
算
と
実
験
の
両
輪
が
不
可
欠
で
す
。

山
地
　経
済
学
も
理
論
経
済
学
だ
け
で
は
だ
め
で
す
。
自

然
に
は
一
定
の
法
則
性
が
あ
り
ま
す
が
、
経
済
の
事
実
、

現
場
に
は
不
変
の
法
則
性
は
あ
り
ま
せ
ん
。
私
は
工
学
と

経
済
学
の
両
方
に
か
か
わ
っ
て
き
た
の
で
、
経
済
の
研
究

者
が
言
う
こ
と
に
違
和
感
を
覚
え
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
カ
ー

ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
も
そ
う
で
す
が
、
研
究
者
よ
り
も
官

公
庁
の
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
の
考
え
の
方
が
リ
ア
ル
で
、
私
に

は
ピ
ン
と
く
る
こ
と
が
多
い
で
す
ね
。

小
野
山
　
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
観
点
で
は
、
本
日

ご
紹
介
し
た
超
高
強
度
鋼
板（
ハ
イ
テ
ン
）は
自
動
車
の
車

体
を
軽
量
化（
燃
費
向
上
）し
、
製
造
時
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使

用
も
削
減
で
き
ま
す
。
ま
た
、
E
V
の
モ
ー
タ
ー
の
鉄
心

に
な
る
電
磁
鋼
板
は
鉄
で
し
か
つ
く
れ
ま
せ
ん
。
さ
ら
に

鉄
だ
け
で
は
な
く
、
炭
素
繊
維
と
の
複
合
素
材
で
自
動
車

の
さ
ら
な
る
高
強
度
・
軽
量
化
を
図
る
研
究
な
ど
、
鉄
の

機
能
を
活
か
し
た
幅
広
い
材
料
開
発
に
取
り
組
ん
で
い
ま

す
。
そ
し
て
何
よ
り
も
リ
サ
イ
ク
ル
性
に
優
れ
る
点
が
鉄

の
強
み
で
す
。
使
用
済
み
の
材
料
を
磁
石
で
選
別
回
収
で
き
、

酸
素
の
吹
き
込
み
で
炭
素
や
微
量
な
添
加
元
素
と
不
純
物

を
除
去
し
や
す
い
た
め
、
ス
ク
ラ
ッ
プ
原
料
で
も
ピ
ュ
ア

な
製
品
を
再
生
産
で
き
、
何
度
で
も
リ
サ
イ
ク
ル
で
き
ま
す
。

製
造
ト
ン
当
た
り
の
C
O
2
排
出
量
も
競
合
素
材
で
あ
る
ア

ル
ミ
に
比
べ
て
低
い
。
鉄
鋼
製
品
に
よ
る
C
O
2
排
出
削
減

貢
献
と
と
も
に
、
そ
う
し
た
基
本
的
な
事
実
の
社
会
的
認

知
も
深
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

山
地
　今
後
、
C
O
2
排
出
が
少
な
い
ス
ク
ラ
ッ
プ
原
料
で

の
生
産
量
が
増
え
て
い
く
な
か
で
、
そ
の
ベ
ー
ス
と
な
る

リ
サ
イ
ク
ル
性
の
高
さ
を
対
外
的
に
発
信
し
た
ほ
う
が
い

い
で
す
ね
。
ま
た
、
ア
ル
ミ
も
資
源
量
は
豊
富
な
も
の
の
、

材
料
と
し
て
使
う
に
は
か
な
り
の
エ
ネ
ル
ギ
ー（
電
力
）を

投
入
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
鉄
ス
ク
ラ
ッ
プ
を
使
う

電
炉
も
そ
う
で
す
が
、
電
力
の
カ
ー
ボ
ン
フ
リ
ー
は
今
後

不
可
欠
で
、
そ
れ
を
前
提
に
考
え
る
こ
と
も
必
要
で
す
。

小
野
山
　
そ
う
で
す
ね
。
大
型
電
炉
の
開
発
・
導
入
と
あ

わ
せ
た
高
炉
・
電
炉
両
輪
で
の
鉄
づ
く
り
に
お
い
て
、グ
リ
ー

ン
水
素
と
グ
リ
ー
ン
電
力
の
利
用
は
大
前
提
で
あ
り
、
今

後
の
大
き
な
課
題
で
す
。

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
必
要
な

需
給
一
体
の
視
点

小
野
山
　
今
後
、
2
0
3
0
年
46
％
削
減
と
い
う
チ
ャ
レ

ン
ジ
ン
グ
な
目
標
達
成
に
向
け
て
、
先
生
ご
自
身
が
描
か

れ
る
シ
ナ
リ
オ
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

山
地
　従
来
主
流
だ
っ
た「
省
エ
ネ
」は
変
わ
り
目
に
あ
り
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
を
減
ら
す
よ
り
も
C
O
2
削
減
が
求
め
ら

れ
て
き
て
い
ま
す
。
そ
の
な
か
で
個
人
的
に
注
目
し
て
い

る
の
は
、
I
P
C
C
の
1
・
5
℃
上
昇
の
特
別
報
告
書
で

採
用
さ
れ
た
L
E
D
シ
ナ
リ
オ（
※
4
）で
す
。
サ
イ
バ
ー
空

間
と
フ
ィ
ジ
カ
ル
空
間
が
高
度
に
融
合
し
た「
超
ス
マ
ー
ト

社
会（
S
o
c
i
e
t
y 

5.0
）」を
未
来
の
姿
と
し
て
共
有

し
、
サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
・
エ
コ
ノ
ミ
ー（
循
環
型
経
済
）や
シ
ェ

ア
リ
ン
グ
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
な
ど
、情
報
を
使
っ
て
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
の
節
約
と
モ
ノ
の
節
約
を
同
時
に
実
現
す
る
方
法
で
す
。

　
例
え
ば
、
現
在
、
自
家
用
車
の
時
間
稼
働
率
は
4
～

5
％
で
す
が
、
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
で
稼
働
率
を
高
め
れ
ば
同

じ
移
動
需
要
量
を
少
な
い
車
の
台
数
で
実
現
で
き
る
。
必

要
な
素
材
も
減
る
た
め
C
O
2
も
相
当
下
が
り
ま
す
。
こ
の

よ
う
に
社
会
構
造
が
大
き
く
変
わ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

情
報
こ
そ
限
界
費
用
ゼ
ロ
で
す
。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
友
人

か
ら
聞
い
た
話
と
し
て
、
今
は
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
を
電
話

だ
と
思
っ
て
い
る
人
は
ほ
と
ん
ど
い
な
い
。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
の
端
末
で
あ
り
、
カ
メ
ラ
、
テ
レ
ビ
、
音
響
機
器
で
も

あ
り
ま
す
。
情
報
化
に
よ
っ
て
モ
ノ
が
減
る
こ
と
が
よ
く

わ
か
り
ま
す
。
所
有
か
ら
そ
の
場
で
使
う
サ
ー
ビ
ス
へ
の

シ
フ
ト
に
よ
っ
て
、
企
業
の
事
業
形
態
や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
だ
け
で
な
く
、
私
た
ち
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
も
大
き
く

変
わ
っ
て
い
く
予
感
が
し
ま
す
。

小
野
山
　
次
世
代
モ
ビ
リ
テ
ィ
で
自
動
車
の
シ
ェ
ア
リ
ン

グ
が
進
む
場
合
、
一
般
の
自
家
用
車
は
何
十
万
キ
ロ
も
走

る
前
提
で
設
計
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
当
然
自
動
車
自
体
の

つ
く
り
方
も
変
わ
っ
て
く
る
の
で
、
そ
う
し
た
変
化
を
素

材
も
含
め
た
製
品
価
値
と
し
て
い
か
に
高
め
て
い
く
か
が

重
要
に
な
っ
て
き
ま
す
ね
。

山
地
　そ
う
で
す
ね
。
ま
た
、
需
要
側
の
ア
プ
ロ
ー
チ
も
大

事
で
す
。
供
給
側
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
問
題
だ
け
で
は
な
く
、

需
要
を
い
か
に
変
え
て
い
く
か
が
重
要
で
す
。電
力
で
言
え
ば
、

従
来
は
供
給
側
が
必
要
な
と
き
に
必
要
な
電
気
を
送
る
こ
と

で
電
力
事
業
は
成
り
立
っ
て
き
ま
し
た
が
、
今
は
需
要
側
が

太
陽
光
発
電
な
ど
の
電
源
を
持
つ
、
あ
る
い
は
デ
マ
ン
ド
・

レ
ス
ポ
ン
ス（
※
5
）で
需
給
状
況
に
応
じ
て
需
要
を
変
化
さ
せ

る
こ
と
も
あ
る
。
需
給
一
体
で
考
え
る
視
点
が
大
切
で
す
。

小
野
山
　
鉄
鋼
業
界
を
取
り
巻
く
環
境
を
見
て
も
、
世
の

中
が
ど
ん
ど
ん
変
わ
っ
て
き
て
い
る
実
感
が
あ
り
ま
す
。

約
10
年
前
に
電
力
会
社
と
協
力
し
て
製
鉄
所
の
発
電
設
備

を
更
新
し
た
際
に
、「
太
陽
光
発
電
の
増
加
で
昼
間
の
電
力

が
余
る
の
で
夜
間
に
揚
水
発
電
す
る
」と
い
う
話
を
聞
き
、

そ
ん
な
時
代
に
な
っ
た
の
か
と
思
い
ま
し
た
が
、
今
や
そ

れ
が
当
た
り
前
で
す
。

　
最
後
に
、
先
生
ご
自
身
の
抱
負
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

山
地
　ま
ず
は
チ
ャ
レ
ン
ジ
を
忘
れ
な
い
、
そ
し
て
そ
の

た
め
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
持
つ
こ
と
で
す
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
が
2
0
5
0
年
に
実
現
す
る
か
否
か
は
別
と
し
て
、

私
に
と
っ
て
は
チ
ャ
レ
ン
ジ
に
値
す
る
大
き
な
ビ
ジ
ョ
ン

で
す
。
も
う
一
つ
大
事
な
の
は
リ
ア
リ
ズ
ム
。
ソ
フ
ト
で

最
適
化
を
や
っ
て
い
る
人
間
に
と
っ
て
、
描
い
た
ビ
ジ
ョ
ン
、

チ
ャ
レ
ン
ジ
を
も
の
に
す
る
た
め
に
ど
う
す
れ
ば
よ
い
か

を
考
え
る
の
が
リ
ア
リ
ズ
ム
で
す
。
そ
の
意
味
で
も
、
審

議
会
な
ど
の
場
に
今
後
も
積
極
的
に
参
加
し
て
い
き
た
い

と
思
い
ま
す
。
こ
の
対
談
の
場
も
私
に
と
っ
て
は
大
切
で
す
。

ビ
ジ
ョ
ン
を
持
っ
て
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
て
、
リ
ア
リ
ズ
ム
で
そ

れ
を
進
め
て
い
き
た
い
で
す
ね
。

小
野
山
　
当
社
は
社
会
・
産
業
を
下
支
え
す
る
企
業
と
し

て
、
多
様
な
側
面
か
ら
日
本
の
競
争
力
向
上
に
貢
献
し
て

い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
に
中
長
期
経
営

計
画
で
は
、
余
剰
な
固
定
費
削
減
な
ど
厳
し
い
施
策
も
あ

り
ま
す
が
、
今
後
も
先
進
性
で
世
界
の
鉄
鋼
業
を
リ
ー
ド

し
て
い
け
る
よ
う
に
頑
張
っ
て
い
き
ま
す
。
日
本
製
鉄
グ
ル
ー

プ
社
員
に
向
け
て
エ
ー
ル
を
い
た
だ
け
ま
す
か
。

山
地
　私
が
1
9
7
0
年
代
に
鉄
鋼
業
の
経
済
調
査
を
し
た

時
代
か
ら
今
日
ま
で
、
日
本
を
リ
ー
ド
す
る
産
業
で
あ
り
続

け
た
御
社
は
、〝
鉄
は
国
家
な
り
〟の
時
代
か
ら
社
会
を
支
え

続
け
て
き
た
自
負
と
誇
り
を
お
持
ち
だ
と
思
い
ま
す
。
今
後

も
社
会
を
支
え
る
鉄
と
い
う
視
点
か
ら
、
国
民
に
貢
献
し
て

い
く
気
概
を
持
っ
て
頑
張
っ
て
い
た
だ
き
た
い
で
す
ね
。

小
野
山
　
本
日
は
ご
多
忙
の
と
こ
ろ
、
貴
重
な
お
話
を
い

た
だ
き
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

※5  デマンド・レスポンス：電気の需要（消費）と供給（発電）のバランスをとるために、需要家側の電力を制御すること。

（
こ
の
対
談
は
、2
0
2
1
年
10
月
12
日
に
日
本
製
鉄
R
E
セ
ン
タ
ー
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
）

※4  LEDシナリオ（Low Energy Demandシナリオ）：生活や就業スタイル、マテリアルの消費・循環構造などの変化によって、少ないエネルギーで高い便益・効用が得られる社会
への変容を目指す。

シーラボ（海域環境シミュレーション設備）では、
製鉄の副産物である鉄鋼スラグを使った沿岸環境
改善とCO2 の吸収・固定（ブルーカーボン）につい
て研究を進めている

当社では高機能鋼材（エコプロダクツ ®）の供給を通じて、製品の
使用段階での省エネを促進している

シーラボ外観

■ 富津REセンター見学風景　（極めルーム）

無方向性電磁鋼板でつくられた鉄心

31 季刊  　　 　　　　　　Vol.11 30季刊  　　 　　　　　　Vol.11
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反力反力

圧入
⬇

⬆ ⬆

SDGs（持続可能な開発目標）でも、地球温暖化対策とエネルギー問題を解決できる重要な
対策の1つとして、再生可能エネルギーが取り上げられています。今号は目標7「エネルギー
をみんなにそしてクリーンに」をテーマに、カーボンニュートラルを支える送電網や基地
港湾の整備に貢献する日本製鉄の鉄鋼製品を紹介します。

日本製鉄グループの日本製鉄グループの日本製鉄グループのSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGsSDGs

送
電
線
鉄
塔
の
基
礎
を
つ
く
る

2
0
3
0
年
度
の
温
室
効
果
ガ
ス
46
％

削
減
に
向
け
て
、
日
本
の
電
源
構
成
が
大

き
く
変
わ
ろ
う
と
し
て
い
ま
す
。
国
の
第

6
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
は
、
安
定

供
給
を
大
前
提
に
で
き
る
限
り
L
N
G
や

石
炭
、
石
油
な
ど
の
化
石
電
源
比
率
を
引

き
下
げ
る
一
方
、
再
エ
ネ
比
率
を
約
36
～

38
％
に
倍
増
す
る
見
通
し
で
す
。

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
が
ゼ
ロ
番
地
に

な
り
ま
す
。
こ
の
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
に
よ
っ

て
、
ど
の
よ
う
な
世
の
中
に
な
り
、
鋼
材

需
要
は
ど
う
変
わ
る
の
で
し
ょ
う
か
。
例

え
ば
、
電
源
比
率
が
下
が
る
火
力
発
電
で

あ
っ
て
も
、
ア
ン
モ
ニ
ア
や
木
質
バ
イ
オ
マ

ス
を
混
ぜ
て
石
炭
の
使
用
量
を
減
ら
し
た
り
、

水
素
を
混
ぜ
て
L
N
G
の
使
用
量
を
減
ら

し
て
、
あ
る
程
度
維
持
さ
れ
て
い
き
ま
す
。

こ
の
と
き
水
素
や
ア
ン
モ
ニ
ア
、
木
質
バ

イ
オ
マ
ス
を
輸
入
し
て
保
管
す
る
タ
ン
ク
や
、

大
き
な
船
が
接
岸
で
き
る
港
湾
を
整
備
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
一
方
、
電
源
比
率

が
倍
増
す
る
再
エ
ネ
で
は
、
特
に
洋
上
風

力
発
電
の
導
入
に
よ
っ
て
送
電
網
や
基
地

港
湾
の
整
備
が
始
ま
っ
て
い
ま
す
。
こ
う

し
た
鋼
材
需
要
に
応
え
て
い
き
た
い
と
考

え
て
い
ま
す
」（
堀
智
治
主
幹
）

洋
上
風
力
発
電
の
適
地
は
、
北
海
道
や

東
北
、
九
州
に
多
く
、
首
都
圏
や
関
西
圏

な
ど
の
大
消
費
地
へ
の
送
電
が
課
題
と
な
っ

て
い
ま
す
。
そ
こ
で
地
域
間
送
電
網
の
容
量

日本製鉄（株） 
 厚板・建材事業部 厚板・建材営業部

土木建材室 土木第二課

堀 智治 主幹

日本製鉄（株） 
厚板・建材事業部 厚板・建材営業部

土木建材室 土木第三課

山本 成久 主幹

日本製鉄（株） 
 厚板・建材事業部 建材開発技術部
土木建材技術室 土木技術第一課

澤石 正道 主幹

日本製鉄（株） 
 厚板・建材事業部 厚板・建材営業部

土木建材室 土木第二課

澤畠 雄一郎 主幹

鋼管矢板による港湾護岸の施工状況

カーボンニュートラルを支えるカーボンニュートラルを支えるカーボンニュートラルを支える
送電網や基地港湾の整備送電網や基地港湾の整備

を
現
行
の
2
倍
と
す
る
最
大
2
3
0
0
万

キ
ロ
ワ
ッ
ト
に
増
強
し
て
、
電
力
を
広
い
地

域
で
効
率
良
く
使
え
る
よ
う
に
す
る
計
画

が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。
例
え
ば
東
北
・
東

京
エ
リ
ア
間
で
は
、
2
0
2
7
年
度
ま
で

に
1
7
0
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
か
ら
6
1
5
万

キ
ロ
ワ
ッ
ト
に
増
強
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

「
送
電
網
の
整
備
に
は
鉄
塔
が
欠
か
せ
ま

せ
ん
。
鉄
塔
を
支
え
る
基
礎
杭
は
一
般
的

に
コ
ン
ク
リ
ー
ト
製
が
多
く
用
い
ら
れ
て

い
ま
す
。
険
し
い
山
岳
地
に
建
て
ら
れ
る

大
型
鉄
塔
の
基
礎
は
、
杭
の
長
さ
が
数
十

メ
ー
ト
ル
に
達
し
ま
す
。
掘
削
機
と
手
掘

り
を
併
用
し
て
掘
削
を
行
い
、
型
枠
を
設

置
し
て
コ
ン
ク
リ
ー
ト
が
打
設
さ
れ
ま
す
。

ミ
キ
サ
ー
車
や
ポ
ン
プ
車
、
ダ
ン
プ
カ
ー

が
鉄
塔
位
置
ま
で
往
来
し
、
大
き
な
道
路

と
広
い
プ
ラ
ン
ト
ス
ペ
ー
ス
が
必
要
に
な

り
ま
す
。
一
方
、
日
本
製
鉄
の
N
S
エ
コ

パ
イ
ル
®
は
、
鋼
管
と
小
型
施
工
機
械
の
み

を
搬
入
し
施
工
す
る
だ
け
で
す
。
残
土
を

排
出
せ
ず
、
プ
ラ
ン
ト
ス
ペ
ー
ス
も
必
要

な
い
た
め
、
山
岳
地
で
の
狭
小
地
施
工
や

隘
路
搬
入
が
可
能
な
強
み
を
発
揮
で
き
ま
す
。

ま
た
、
貫
入
時
に
羽
根
部
に
推
進
力
と
し

て
作
用
し
た
受
動
抵
抗
力
が
、
そ
の
ま
ま

引
抜
き
抵
抗
力
と
な
る
た
め
、
大
き
な
引

抜
き
支
持
力
を
得
ら
れ
ま
す
」（
澤
畠
雄
一

郎
主
幹
）

日
本
製
鉄
は
N
S
エ
コ
パ
イ
ル
を
通
し

て
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
な
再
エ
ネ
電

力
を
消
費
地
に
供
給
す
る
送
電
網
の
整
備

に
貢
献
し
て
い
き
ま
す
。

基
地
港
湾
の
岸
壁
を
つ
く
る

国
土
交
通
省
は
2
0
2
0
年
9
月
、
港

湾
法
に
基
づ
い
て
秋
田
港
、
能
代
港
、
鹿
島

港
、
北
九
州
港
の
4
港
を
、
洋
上
風
力
発

電
の
基
地
港
湾
に
認
定
し
ま
し
た
。
基
地
港

湾
と
は
洋
上
風
力
発
電
設
備
の
設
置
や
維

持
管
理
に
利
用
さ
れ
る
も
の
で
、
風
力
発
電

設
備
の
ブ
レ
ー
ド（
羽
根
）、
タ
ワ
ー（
支
柱
）、

ナ
セ
ル（
発
電
機
な
ど
を
設
置
す
る
筐
体
）と

い
っ
た
重
厚
長
大
な
部
材
を
扱
え
る
地
耐
力

と
広
さ
を
備
え
た
埠
頭
が
整
備
さ
れ
ま
す
。

埠
頭
に
は
部
材
を
運
ん
で
く
る
大
型
船
が

着
岸
で
き
る
岸
壁
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
港

湾
の
護
岸
に
は
鋼
管
矢
板
が
欠
か
せ
ま
せ

ん
。日
本
製
鉄
は
鹿
島
港
で
3
0
0
0
ト
ン
、

北
九
州
港
で
2
0
0
0
ト
ン
に
の
ぼ
る
鋼

管
矢
板
を
供
給
し
て
い
ま
す
。

「
こ
れ
ま
で
も
臨
海
部
に
立
地
す
る
火
力

発
電
所
で
は
、
岸
壁
に
鋼
管
矢
板
や
鋼
管

杭
が
使
わ
れ
て
き
ま
し
た
。
イ
ン
フ
ラ
に
は

B
C
P（
事
業
継
続
計
画
）が
問
わ
れ
ま
す
。

災
害
が
発
生
し
た
と
き
の
早
期
復
旧
と
い
う

観
点
で
、
鉄
は
大
き
な
力
に
耐
え
得
る
強
度
、

長
期
供
用
を
可
能
に
す
る
耐
久
性
に
優
れ

た
強
み
を
持
っ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
日
本
製

鉄
に
は
製
品
を
安
定
供
給
す
る
も
の
づ
く
り

の
力
と
、
そ
の
機
能
を
発
揮
さ
せ
る
グ
ル
ー

プ
会
社
の
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
力
が
あ
り
ま

す
。
こ
れ
か
ら
も
日
本
製
鉄
グ
ル
ー
プ
の
総

合
力
を
発
揮
し
て
い
き
ま
す
」（
澤
石
正
道

主
幹
）

「
茨
城
県
エ
リ
ア
で
は
他
に
も
電
力
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
動
い
て
い
ま

す
。
日
本
原
子
力
発
電（
株
）東
海
第
二
発
電

所
の
安
全
対
策
で
は
高
さ
20
メ
ー
ト
ル
の

防
潮
堤
が
建
設
さ
れ
、
日
本
製
鉄
は
鋼
管

杭
2
万
5
0
0
0
ト
ン
を
供
給
し
て
お
り
、

今
後
同
様
の
ニ
ー
ズ
探
索
を
継
続
し
て
い
ま

す
。
さ
ら
に
茨
城
港
と
鹿
島
港
で
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
ポ
ー
ト
の
形
成
が
始
ま
り
ま

す
。
水
素
や
燃
料
ア
ン
モ
ニ
ア
な
ど
の
次
世

代
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
輸
入
や
貯
蔵
を
可
能
と
す

る
受
入
環
境
の
整
備
や
、
脱
炭
素
化
に
配
慮

し
た
港
湾
機
能
の
高
度
化
に
も
貢
献
し
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
」（
山
本
成
久
主
幹
）

日
本
製
鉄
は
基
地
港
湾
の
整
備
や
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
ポ
ー
ト
の
形
成
に
欠
か

せ
な
い
土
木
鋼
材
の
供
給
を
通
じ
て
、
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
貢
献
し
て
い
き
ま
す
。

NSエコパイル®による送電線鉄塔の基礎工事状況

NSエコパイル®

らせん状の羽根を先端に設けた鋼管を回転圧入する工法。羽根のくさび効果で地盤へのスムーズ
な貫入が可能。羽根の拡底効果により高い支持力を発揮します。

写真提供：東洋・本間特定建設工事共同企業体

写真提供：東洋テクノ（株）
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  広報誌バックナンバー
これまで鉄道、船、橋、缶、車などをテーマに特集を組んできました。
右記二次元コードを読み取ることで、バックナンバーをご覧いただけます。

読者アンケートはWEBでも受け付けています。

Nwes Clip日本製鉄グループの動き

https://www.nipponsteel.com/company/publications/quarterly-nipponsteel/index.html

なお、定期送付ご希望の方は下記アドレスよりお申し込みください。

下記URLもしくは右記二次元コード
よりアクセスしてください。
https://krs.bz/nssmc/m?f=78

「
証
券
ア
ナ
リ
ス
ト
に
よ
る

デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
優
良
企
業
選
定
」

第
1
位
を
2
年
連
続
受
賞

意
匠
性
チ
タ
ンTranTixxii ®

が

グ
ッ
ド
デ
ザ
イ
ン
賞
を
受
賞

ク
ロ
メ
ー
ト
フ
リ
ー
ブ
リ
キ
の
本
格
的
な
商
業
生
産
開
始

日
本
製
鉄
は
、（
公
社
）日
本
証
券
ア
ナ
リ
ス
ト
協
会
実
施
の
2
0
2
1
年
度「
証
券

ア
ナ
リ
ス
ト
に
よ
る
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
優
良
企
業
選
定（
第
27
回
）」に
お
い
て
、

鉄
鋼
・
非
鉄
金
属
部
門
で
第
１
位
に
２
年
連
続
で
選
定
さ
れ
ま
し
た
。

今
回
、
日
本
製
鉄
は「
経
営
陣
の
I
R
姿
勢
等
」の
項
目
で
最
高
評
価
を
い
た
だ

き
ま
し
た
。
経
営
ト
ッ
プ
の
情
報
発
信
の
増
加
、

中
長
期
経
営
計
画
や
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

ビ
ジ
ョ
ン
2
0
5
0
の
公
表
と
進
捗
状
況
・

達
成
の
た
め
の
具
体
的
方
策
の
十
分
な
説
明
、

統
合
報
告
書
で
の
中
長
期
的
な
企
業
価
値
向
上

に
つ
な
が
る
非
財
務
情
報
の
開
示
な
ど
が
評
価

さ
れ
ま
し
た
。

日
本
製
鉄
の
意
匠
性
チ
タ
ンT

ranT
ixxii（

ト
ラ
ン
テ
ィ
ク
シ
ー
）が
、 

（
公
財
）日
本
デ
ザ
イ
ン
振
興
会
主
催
の「
２
０
２
１
年
度
グ
ッ
ド
デ
ザ
イ
ン

賞
」を
受
賞
し
ま
し
た
。
非
鉄
金
属
素
材
と
し
て
、
世
界
初
の
受
賞
と
な

り
ま
す
。

T
ranT

ixxii

は
、
１
０
０
年
を
超
え
る
長
寿
命
・
軽
量
高
強
度
・
優
れ

た
環
境
性
能
な
ど
の
チ
タ
ン
素
材
の
特
性
に
加
え
、
独
自
技
術
に
よ
り
経

年
変
化
の
最
小
化
、
素
材
表
面
の
光
と
色
の
制
御
を
実
現
し
て
い
ま
す
。 

ま
た
、
１
０
０
種
類
以
上
の
色
調
を
持
ち
、
神
社
仏
閣
な
ど
の
歴
史
を
経

て
培
わ
れ
た
伝
統
美
か
ら
、
小
さ
な
工
業
製
品
、
現
代
最
先
端
の
プ
ロ
ダ

ク
ト
デ
ザ
イ
ン
ま
で
、
幅
広
い
加
工
・
用
途
シ
ー
ン
で
活
躍
し
て
い
ま
す
。

日
本
製
鉄
は
ク
ロ
メ
ー
ト
フ
リ
ー
ブ
リ
キ（
※
1
）「
E
Z
P
™
」（
※
2
）の
商
業
生
産

を
開
始
し
ま
し
た
。
ブ
リ
キ
は
、
主
に
食
缶
、
飲
料
缶
、
一
般
缶
な
ど
容
器
用
素
材

と
し
て
使
用
さ
れ
、
日
本
国
内
で
の
リ
サ
イ
ク
ル
率
は
90
％
を
超
え
る
環
境
に
や
さ

し
い
素
材
で
す
。

日
本
製
鉄
は
、
海
外
の
厳
格
な
環
境
規
制
と
需
要
家
か
ら
の
供

給
要
請
に
応
え
る
た
め
、
Ｅ
Ｚ
Ｐ
を
開
発
。
ク
ロ
メ
ー
ト
処
理
の

代
わ
り
に
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
処
理
を
用
い
、
従
来
ブ
リ
キ
の
ク
ロ
メ
ー

ト
皮
膜
と
同
等
の
性
能
を
有
す
る
酸
化
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
皮
膜
を
形

成
し
ま
す
。
日
本
製
鉄
は
本
技
術
を
世
界
各
国
に
特
許
出
願
し
て

い
ま
す
。
米
国（
Ｆ
Ｄ
Ａ
）お
よ
び
Ｅ
Ｕ（
欧
州
連
合
）で「
食
品
接
触

物
質
」と
し
て
の
正
式
認
可
を
取
得
済
み
で
あ
り
、M

ERCO
SU

R

（
南
米
共
同
市
場
）で
も
承
認
手
続
き
中
で
す
。

日
本
製
鉄
と
日
鉄
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ（
株
）は
、
2
0
2
1
年
11
月
１
日
に
総
務
省
か
ら
ロ
ー

カ
ル
5
G（
4
・
8
G
H
z
帯
）の
免
許
を
取
得
。
本
年
1
月
よ
り
室
蘭
製
鉄
所
で
製
造
現
場
に

お
け
る
ロ
ー
カ
ル
5
G
の
適
用
検
証
を
開
始
し
ま
し
た
。

本
免
許
に
よ
り
屋
外
で
の
ロ
ー
カ
ル
5
G
の
制
度
上
の
上
限
63
W
の
出
力
が
可
能
。
こ
れ
は

ロ
ー
カ
ル
5
G
無
線
局
で
国
内
最

大
出
力
と
な
り
ま
す（
※
1
）。
自
営

等
B
W
A（
※
2
）で
発
生
し
た
各
種

の
制
約
が
、
高
速
・
大
容
量
、
低

遅
延
、
多
数
端
末
接
続
が
特
徴
で

あ
る
ロ
ー
カ
ル
5
G
の
適
用
で
ど

の
よ
う
に
解
消
さ
れ
る
か
を
確
認

し
、
遠
隔
運
転
に
向
け
た
伝
送
技

術
の
確
立
、
工
場
の
デ
ジ
タ
ル
ツ

イ
ン
化
、
ス
マ
ー
ト
フ
ァ
ク
ト
リ
ー

化
の
推
進
と
と
も
に
、
製
造
現
場

に
お
け
る
D
X
の
実
現
を
目
指
し

ま
す
。

内
航
石
灰
石
運
搬
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
推
進
シ
ス
テ
ム
船
建
造

新
プ
レ
ス
工
法「
せ
ん
断
成
形
工
法

（N
Safe

®-FO
RM
-SS

）」

自
動
車
メ
ー
カ
ー
に
採
用

国
内
最
大
出
力
の
ロ
ー
カ
ル
5
G

無
線
局
免
許
を
取
得

日
本
製
鉄
と
日
鉄
セ
メ
ン
ト（
株
）、
N
S
ユ
ナ
イ
テ
ッ
ド
内
航
海
運（
株
）、
石
油
資
源
開
発（
株
）、

常
石
造
船（
株
）、
川
崎
重
工
業（
株
）は
、
N
S
ユ
ナ
イ
テ
ッ
ド
内
航
海
運
の
保
有
す
る
石
灰
石
運
搬

船「
下
北
丸
」後
継
船
に
つ
い
て
、
天
然
ガ
ス
専
焼
エ
ン
ジ
ン
と
バ
ッ
テ
リ
を
組
み
合
わ
せ
た
ハ
イ
ブ

リ
ッ
ド
推
進
シ
ス
テ
ム
船
と
し
て
建
造
す
る
こ
と
で
合
意
し
ま
し
た
。

本
船
は
2
0
2
4
年
2
月
運
航
開
始
予

定
で
、
国
内
初
の
天
然
ガ
ス
専
焼
主
機
と

2
8
4
7
k
W
h
の
リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
バ
ッ
テ

リ
を
搭
載
し
、
L
N
G
タ
ン
ク
に
は
日
本
製
鉄

が
開
発
し
た
7
％
ニ
ッ
ケ
ル
鋼
板
を
舶
用
タ
ン

ク
に
初
使
用
し
ま
す
。
本
船
の
C
O
2

排
出
削

減
効
果
は
23
・
56
％（
※
）、
天
然
ガ
ス
専
焼
エ
ン

ジ
ン
の
排
気
ガ
ス
中
に
S
O
x

成
分
は
ほ
と
ん
ど

含
ま
れ
ず
、
N
O
x

排
出
量
は
3
次
規
制
値
を
大

幅
に
下
回
り
ま
す
。

難
成
形
部
品
へ
の
超
ハ
イ
テ
ン
材
の
適
用
を
可
能
と
す
る
日

本
製
鉄
開
発
の
新
プ
レ
ス
工
法「
せ
ん
断
成
形
工
法（N

Safe
®-

FO
RM

-SS

）」が
自
動
車
メ
ー
カ
ー
に
採
用
さ
れ
、
世
界
初
、
フ

ロ
ン
ト
サ
イ
ド
メ
ン
バ
ー
へ
の
強
度
１
１
８
０
Ｍ
Ｐ
ａ
級
ハ
イ
テ

ン
の
採
用
が
実
現
し
ま
し
た
。

本
工
法
は
、
専
用
金
型
を
用
い
た
新
し
い
成
形
法
。
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
技
術
に
よ
り
金
型
内
で
の
鋼
材
の
挙
動
を
解
析
、
鋼
材
の

ブ
ラ
ン
ク
の
形
や
変
形
の
仕
方
を
変
え
る
こ
と
で
割
れ
や
し
わ
の

発
生
を
回
避
し
、
複
雑
形
状
の
成
形
を
可
能
に
し
ま
し
た
。
ま
た
、

超
ハ
イ
テ
ン
材
適

用
に
よ
る
部
品
の

軽
量
化
に
加
え
、

絞
り
成
型
法
に
比

べ
成
形
荷
重
の
低

下
に
よ
る
生
産
性

向
上
や
材
料
歩
留

の
向
上
に
よ
る
省

資
源
化
な
ど
、
部

品
価
値
の
向
上
に

も
寄
与
し
ま
す
。

ローカル5Gの電波照射範囲

※1  総務省電波利用ホームページの「無線局等情報検索」から、ローカル5Gの周波数帯（SUB6、ミリ波）で
開示されているすべての基地局との比較（2021年10月26日時点／日本製鉄調べ）。

※2  Broadband Wireless Access の略。自営等BWAはローカル5Gの4G（LTE）版で、4G無線を用いる
自営無線網。

イメージ図
※ 従来の同型船との比較。常用出力時は約30％。

※1  化成処理プロセスでクロムを意図的に添加していないブリキ。
※2  EZP™（イージーピー）：日本製鉄クロメートフリーブリキの商標名。

お客様が「feel easy（安心）」に感じられる「product（製品）」とい
う想いを込め、ロゴにはグリーンのリーフを配置することで安心・
安全な商品であることを表現。

せん断成形工法（NSafe®-FORM-SS）による超高強度鋼板部品




